
【資料３】 
令和４年度第２回山武市総合計画審議会 
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第１章 基本計画の考え方 

１．基本計画の考え方 

基本計画は、基本構想を踏まえて、４年間の中期的なまちづくりの方針に基づき政策の方向性、

政策を実現するための施策別計画を成果指標等を用いて見える化し、山武市の成長や課題解決の

ために重点的に取り組むべき分野等を定めることとします。 

計画期間は、令和５（2023）年度から令和８（2026）年度の４年間とします。これは、市長の施

政方針との一体性を踏まえ、市長任期と連動した計画期間とします。 

 

２．政策体系と注力分野の設定 

基本計画は、『市長の施政方針の反映』を踏まえた計画期間、『限られた期間・財源での実現性』

を考慮しながら、注力分野として、まちづくりの成果向上をめざす＜重点分野＞を設定し、政策

実現に向けて取り組みます。 

 

（１）政策・施策体系の考え方 

基本計画の政策体系は、第２次山武市総合計画［計画期間：令和元（2019）年度から令和４（2022）

年度］を継承し、６政策で構成します。 

さらに、政策を実現する手段として 23施策を置き、各施策には３～７の施策実現の具体的な方

向性を示す基本事業を設定し、まちづくりに必要となる政策分野を網羅した計画体系とします（23

施策 104基本事業）。 

 

 

政策１ 暮らしを支える快適なまちづくり ３施策 14 基本事業 

政策２ 住みやすい環境と安全なまちづくり ４施策 15 基本事業 

政策３ にぎわい豊かな暮らしを創出するまちづくり ３施策 11 基本事業 

政策４ だれもが生きがいを持って安心して暮らせるまちづくり ５施策 27 基本事業 

政策５ 生涯を通じて人と人とがふれあい共に学びあえるまちづくり ４施策 17 基本事業 

政策６ 市民と行政が協働してつくるまちづくり ４施策 20 基本事業 

  23 施策 104基本事業 
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（２）重点分野の考え方 

各政策の推進に当たっては、ヒト・モノ・カネ等の経営資源には限りがあり、すべての施策・基

本事業を等しく向上させることは難しい状況です。そのような中、まちづくりの方針に基づいた

計画の実現には、メリハリのある経営資源の配分が求められています。 

このため、山武市の現状や時代潮流、市民意識、市民ニーズ、今後の人口減少社会に向けた山武

市＜育てる力＞集中創生戦略等を踏まえながら、基本計画期間［令和５（2023）年度から令和８

（2026）年度］における『重点分野』を、政策体系の基本事業単位に設定し、優先的に取り組む内

容として示します。 

『重点分野』の設定にあたっては、統計資料、山武市まちづくりアンケートや行政評価の結果、

職員アンケート等のデータを踏まえ、全庁的に決定しています。 

今回の基本計画期間では、104基本事業から 20分野を設定しています。 

 

◆政策体系と注力分野の概念図 

 

 

  山武市の現状・課題 

山武市 

＜育てる力＞ 

集中創生戦略 

第３次 

山武市総合計画 

基本構想 

基本計画期間に 

成果向上・維持に向け 

注力する分野 

基本計画 ６政策 

23 施策 

104 基本事業 

重点分野 
～20 基本事業～ 

６政策 23施策 104 基本事業の全体像及び注力分野（重点分野）については、次ページに

詳細を記載。 
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３．政策体系と注力分野一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本構想  ・海岸、田園、丘陵という豊かな自然環境を活かしたまちづくり 

・成田国際空港と圏央道ネットワークを意識したまちづくり 

・将来に渡って持続可能で魅力あるまちづくり 

重点
分野

1 道路・橋りょうの整備・維持管理

2 成田空港周辺地域としての基盤整備

3 駅周辺の利便性の向上 ●

4 公園の再整備と適正な管理

5 まちなみ・家屋・土地の適正管理と有効活用 ●

6 交通安全施設の整備

1 市内における交通手段の確保 ●

2 バスでの成田空港方面へのアクセス向上

3 鉄道の利便性向上

1 防災意識・知識の向上

2 地域防災力の向上

3 災害対応力の向上

4 強靭化対策の推進 ●

5 消防力の充実

1 生活公害の対策

2 美化運動の推進と不法投棄防止対策

3 航空機騒音等の対策

1 地域脱炭素化の推進 ●

2 ３Ｒの推進とごみ処理の適正化

3 汚水処理の推進

1 安定給水の確保

2 水質の安全性の確保

3 地震等の災害対策

4 経営の健全化と広域化の推進

1 防犯体制の充実

2 児童・生徒の安全確保

3 犯罪がおこりにくい環境に向けての施設設備の管理

4 消費者トラブルの防止

5 交通安全意識の向上

1 経営の安定化の推進

2 担い手の育成・支援 ●

3 市内農林水産物の知名度向上と消費拡大

4 農業基盤整備の推進

5 森林再生の推進 ●

1 経営体の体質強化・育成と市内消費の推進 ●

2 工業の振興 ●

3 成田空港経済圏の形成 ●

1 魅力ある観光事業の推進 ●

2 海岸を活用した観光推進

3 観光情報の発信

政策名

［

都
市
基
盤
の
整
備
］

［

暮
ら
し
や
す
い
環
境
の
整
備
］

［

産
業
経
済
の
振
興
］

3

　
　
　
創
出
す
る
ま
ち
づ
く
り

に
ぎ
わ
い
豊
か
な
暮
ら
し
を

観光の振興

1

3

2

1

1

2

生活環境の充実

農林水産業の振興

商工業の振興と
地域経済活性化

災害に強い強靭な
まちづくりの推進

持続可能な公共交通網の
整備推進

基本事業名施策名

2

住
み
や
す
い
環
境
と
安
全
な
ま
ち
づ
く
り

4 防犯・交通安全の推進

上水道の充実3

脱炭素・循環型社会の形成

地域核をネットワークする
都市整備の推進

3

2

1

暮
ら
し
を
支
え
る
快
適
な
ま
ち
づ
く
り
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重点
分野

1 生きがいづくりと介護予防の推進 ●

2 暮らしを支えるサービスの充実

3 支えあいの仕組みづくりの促進

4 介護保険サービスの推進と適正運営

5 高齢者の人権尊重

1 自立支援サービスの促進

2 地域生活支援の促進

3 発達が気になる子への支援

4 障がいのある人の人権尊重

1 心身の健康管理の充実 ●

2 健診の受診率向上と生活習慣の改善

3 母子の健康管理

4 子どものむし歯対策の推進

5 感染症等対策の推進

6 医療体制の充実 ●

7 健康保険制度の安定的な運営

1 幼保機能の充実

2 学童保育の充実

3 子育て不安の軽減

4 子育て家庭への援助

5 こどもの人権の尊重

6 次世代育成に係る家族形成の支援 ●

1 地域福祉の担い手育成

2 社会福祉機関・団体の充実

3 生活困窮者自立支援の充実

4 生活保護制度の適正な実施

5 公営住宅の維持管理

1 「確かな学力」の向上と「活きた学力」の推進

2 「健やかな体」の育成

3 「豊かな心」を育む

4 ＩＣＴ教育の実践

5 教育環境の整備 ●

6 地域と学校の協力体制の推進

1 主体的な学習の推進

2 生涯学習施設の利用促進

3 文化財の保護・活用

4 芸術文化活動の充実

5 青少年の育成

1 スポーツ活動の充実

2 体育関係団体・指導者の育成

3 体育施設の利用促進

1 人権教育・人権啓発の推進

2 人権擁護の推進

3 男女共同参画の推進

1 区・自治会活動の活性化

2 市民活動の活性化

3 協働のまちづくり推進の仕組みづくり

4 多文化共生社会の推進

1 広報の充実

2 広聴の充実

3 市の魅力発信の強化 ●

4 議会情報の公開の推進

1 行政経営の推進

2 人材育成と効率的な組織運営

3 健全な財政運営 ●

4 税収の確保

5 公共資産の適正化とファシリティマネジメントの推進 ●

6 自治体ＤＸの推進と市民サービスの向上 ●

1 適正な会計処理

2 積極的な選挙啓発

3 監査の充実

4 情報公開及び個人情報保護の推進

5 適正な戸籍・住民基本台帳事務管理

6 公平・公正な課税

［

コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ

推
進
と
行
財
政
の
効
率
化
］

政策名

［

保
健
・
福
祉
・
医
療
の
充
実
］

［

教
育
・
文
化
の
振
興
］

4

5

6

3 計画的・効率的な行財政運営

4 公正確実な事務の執行

だ
れ
も
が
生
き
が
い
を
持
っ

て
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り

　
　
　
　
　
　
共
に
学
び
あ
え
る
ま
ち
づ
く
り

生
涯
を
通
じ
て
人
と
人
と
が
ふ
れ
あ
い

市
民
と
行
政
が
協
働
し
て
つ
く
る
ま
ち
づ
く
り

4 人権尊重のまちづくり

1 協働と交流によるまちづくり

2
開かれた市政とまちの
魅力発信

1 学校教育の充実

2 生涯学習の推進

3 スポーツの振興

健康づくりの推進3

子育ての支援4

地域福祉の充実とセーフ
ティーネットの推進

5

2 障がい者（児）福祉の充実

1 高齢者福祉の充実

基本事業名施策名
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４．重点分野の概要 

 

駅周辺の利便性の向上（政策１－施策１－基本事業３） 

選定視点 □成長戦略（短期）  ☑成長戦略（長期）  □人口減少対策 

取組内容 成東駅北側道路整備を推進し、鉄道、路線バス、基幹バスなどの連携を図り、

利便性の向上に取り組みます。  

 

まちなみ・家屋・土地の適正管理と有効活用（政策１－施策１－基本事業５） 

選定視点 ☑成長戦略（短期）  □成長戦略（長期）  □人口減少対策 

取組内容 今後の土地の利活用に関する整備方針を作成し、日常生活の利便性を高める

土地利用や宅地開発等の促進、新たな企業進出の受け皿づくりを進めます。  

 

市内における交通手段の確保（政策１－施策２－基本事業１） 

選定視点 □成長戦略（短期）  □成長戦略（長期）  ☑人口減少対策 

取組内容 地域公共交通に係る計画を改めて策定し、各交通手段の相互連携や利便性の

向上に取り組みます。  

 

強靭化対策の推進（政策１－施策３－基本事業４） 

選定視点 ☑成長戦略（短期）  □成長戦略（長期）  □人口減少対策 

取組内容 行政機関や指定避難所等への停電対策のため、再生可能エネルギーの導入や

蓄電池の設置などを検討し、災害に強いまちづくりに取り組みます。  

 

地域脱炭素化の推進（政策２－施策２－基本事業１） 

選定視点 □成長戦略（短期）  ☑成長戦略（長期）  □人口減少対策 

取組内容 2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、家庭や事業所での省エネに関

する啓発、環境に配慮した機器の導入や再生可能エネルギーの利用促進に取

り組みます。 

 

 

担い手の育成・支援（政策３－施策１－基本事業２） 

選定視点 ☑成長戦略（短期）  □成長戦略（長期）  □人口減少対策 

取組内容 基幹産業である農業の持続的な発展に向け、担い手不足の解消や農地の集約

等に取り組み、新たなブランドと付加価値を生み出せる農業を推進します。  



- 6 - 

 

森林再生の推進（政策３－施策１－基本事業５） 

選定視点 ☑成長戦略（短期）  □成長戦略（長期）  □人口減少対策 

取組内容 山武市森林整備計画に基づき森林整備を推進するとともに、サンブスギのブ

ランドの価値を高める取り組みを推進します。  

 

経営体の体質強化・育成と市内消費の推進（政策３－施策２－基本事業１） 

選定視点 □成長戦略（短期）  ☑成長戦略（長期）  □人口減少対策 

取組内容 様々な社会要因で地域経済が停滞しているため、市内の中小企業等の経営体

質を強化することで、地域経済の活性化及び地域の雇用の増加を図ります。  

 

工業の振興（政策３－施策２－基本事業２） 

選定視点 □成長戦略（短期）  ☑成長戦略（長期）  □人口減少対策 

取組内容 成田空港の機能強化や圏央道の全面開通を活かし、企業誘致に取り組むこと

で雇用の増加を図ります。  

 

成田空港経済圏の形成（政策３－施策２－基本事業３） 

選定視点 □成長戦略（短期）  ☑成長戦略（長期）  □人口減少対策 

取組内容 市内から通勤圏内にあり大規模な雇用の場である成田空港や成田空港関連企

業への就業者の増加を図ることで、山武市への定住を促進します。  

 

魅力ある観光事業の推進（政策３－施策３－基本事業１） 

選定視点 □成長戦略（短期）  ☑成長戦略（長期）  □人口減少対策 

取組内容 千葉県と協力し、蓮沼海浜公園の再整備を進めることで、地域への誘客の促

進と持続的な観光振興を図ります。  

 

生きがいづくりと介護予防の推進（政策４－施策１－基本事業１） 

選定視点 □成長戦略（短期）  □成長戦略（長期）  ☑人口減少対策 

取組内容 介護予防対策として、「転倒骨折予防プロジェクト」を継続実施し、生涯現役

感をもつ市民を増加させながら、将来的な社会保障費の低減に向けて取り組

みます。 

 

 

 



- 7 - 

 

心身の健康管理の充実（政策４－施策３－基本事業１） 

選定視点 □成長戦略（短期）  □成長戦略（長期）  ☑人口減少対策 

取組内容 健康増進法に基づき、すべての市民一人ひとりが自ら健康づくりに取り組む

環境を整え、健康寿命の延伸を図ります。  

 

医療体制の充実（政策４－施策３－基本事業６） 

選定視点 ☑成長戦略（短期）  □成長戦略（長期）  □人口減少対策 

取組内容 医療を取り巻く社会環境の変化に対応する地域の中核病院として、新病院を

計画通りに供用開始することで、近隣の医療機関や介護施設と連携し、切れ

目のない医療を提供します。 

 

 

次世代育成に係る家族形成の支援（政策４－施策４－基本事業６） 

選定視点 □成長戦略（短期）  ☑成長戦略（長期）  □人口減少対策 

取組内容 結婚に対する価値観が変化するなかで、家族形成に対する意識の醸成と結婚・

出産・子育てのしやすい環境づくりに取り組みます。  

 

教育環境の整備（政策５－施策１－基本事業５） 

選定視点 ☑成長戦略（短期）  □成長戦略（長期）  □人口減少対策 

取組内容 少子化の影響により児童・生徒数は今後も減少が見込まれることから、複式

学級や単学級の解消に向けて、教育環境・施設を整備し、学力の向上を図り

ます。 

 

 

市の魅力発信の強化（政策６－施策２－基本事業３） 

選定視点 □成長戦略（短期）  □成長戦略（長期）  ☑人口減少対策 

取組内容 様々な媒体を通じて効果的に市の魅力を発信することで、山武市への関心を

高め、観光客や移住者等の増加を推進します。  

 

健全な財政運営（政策６－施策３－基本事業３） 

選定視点 □成長戦略（短期）  ☑成長戦略（長期）  □人口減少対策 

取組内容 人口減少や高齢化、社会環境の変化に対応しながら、公共サービスを支える

健全な財政運営に取り組みます。  
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公共資産の適正化とファシリティマネジメントの推進（政策６－施策３－基本事業５） 

選定視点 □成長戦略（短期）  ☑成長戦略（長期）  □人口減少対策 

取組内容 公共施設等総合管理計画に基づき、公共資産・インフラ資産の改修等を計画

的に行うとともに、人口や財政規模に合わせた公共施設の適正化に取り組み

ます。 

 

 

自治体ＤＸの推進と市民サービスの向上（政策６－施策３－基本事業６） 

選定視点 □成長戦略（短期）  ☑成長戦略（長期）  □人口減少対策 

取組内容 国の「自治体デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画」を踏ま

え、デジタル技術の導入によって、市民の利便性や満足度の向上と行政運営

の効率化に取り組みます。 

 

 

 

選定視点の考え方 

□ 成長戦略（短期）・・・・基本計画期間［令和５（2023）年～令和８（2026）年］において

何らかの成果創出や先進的な取組を推進するもの。 

□ 成長戦略（長期）・・・・中長期（４～10 年間）での成果創出をめざして、基本計画期間 

［令和５（2023）年～令和８（2026）年］中に着手するもの。 

□ 人口減少対策・・・・・ 高齢化や人口減少に対応した持続的なまちづくりのために、 

課題解決に向けて集中的な取組を行うもの。 
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第２章 施策別計画 

基本計画の見方 

 

 

 

 

  

政策実現の手段となる

「施策」の名称です。 

 

施策を実施することで

めざす将来の姿です。 

基本構想を実現していくた

めの「政策」の名称です。 

 

第３次総合計画の終了年

度（2026 年）までに達成を

目指す値です。 

施策のめざそう値の設定の

考え方を示しています。 

「施策」のめざす姿の達成

度（成果）を示す指標（モ

ノサシ）です。 

第３次総合計画策定時［令

和３（2021）年度］におけ

る現状値です。 

なお、市民アンケートに

よる指標値は、令和４

（2022）年５月に取得し

ています。 

施策のめざす姿を実現す

るに当たっての課題や方

向性を示しています。 前総合計画における施策の成果指

標等の推移をグラフで示していま

す。 

＜市民アンケートでの成果指標値に関する留意事項＞ 

第３次総合計画では、山武市の人口構成比に補正したウエイトバック集計で指標値を計算するようにい

たしました。そのため、単純集計で算定していた第２次総合計画のＲ３年度成果指標値と第３次総合計画

の成果指標の現状値（Ｒ３）が異なっています。 
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施策内の用語解説です。 

「基本事業」のめざす姿の

実現度を測る指標（モノサ

シ）、現状値、基本計画の終

了年度［令和８（2026）年

度］までの目標値、その設

定の考え方を示していま

す。 

第３次総合計画での重点分

野を示しています。 

めざそう値は、次の考え方に基づいて設定しています。 

重点分野 
政策的に成果を向上させることをめざし、重点的な予算確保や既存事業の見直しによる

改善、新たな事業展開を図るため、高い水準で目標値を設定します。 

通常事業 
法令順守及び安全の確保を優先しつつ、経営資源の選択と集中の観点から、最小限の投

資で成果の維持向上を図るため、適切な水準で目標値を設定します。 
※目標を定めることにより望ましくない状況を生む指標については、めざそう値を「―」表記としています。 

 

基本事業を実施することで

めざす将来の姿です。 

各施策が貢献しているＳＤＧｓ

を示しています。 

施策実現の手段となる「基

本事業」の名称です。 
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■ 施策の成果指標 

■ 施策の基本方針（環境変化と課題） 

 

 

 

   地域核をネットワークする都市整備の推進 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

基本事業名 基本事業のめざす姿 指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 
    

 
 

1 道路・橋りょうの整備、適

切な維持管理で安全に通行
でき、利便性が向上します。 

道路の拡幅・改良・新設
延長（計画期間累計） 

0Km 8Km 
地区要望等を踏まえながら、計画的
に道路整備を実施することで、利便
性向上を目指します。 

道路・橋りょうの整
備・維持管理 

道路・橋りょうの維持管
理上の瑕疵による損害

賠償件数 

1 件 0 件 
定期的な点検や維持補修、機能保全
等の対策を行うことで、瑕疵による
損害賠償件数０件を目指します。 

      

2 
成田空港周辺地域として都

市基盤の整備が進んでいま
す。 

成田空港関連事業実施
箇所数（計画期間累計） 

0 箇所 148箇所 

成田空港へのアクセス向上を視野
に入れた計画的な道路整備により、
利便性の向上と安全性の確保を目
指します。 成田空港周辺地域

としての基盤整備 

      

3 駅周辺の整備が行われるこ
とにより、利便性が向上し

ます。 

駅周辺の利便性に対す
る満足度（駅利用者の

み） 

62.0％ 64.0％ 
駅周辺の都市計画道路の整備を促
進することで、利便性を高め、満足
度の向上を目指します。 駅周辺の利便性の

向上 
 
    

 
 

4 利用者のニーズを踏まえた
再整備や適正な維持管理が
されています。 

遊具設置等の再整備を

した公園数（計画期間累
計） 

0 箇所 4 箇所 
公園の適正な維持管理を行い、居住
環境の向上と利用者の満足度向上
を目指します。 

公園の再整備と適
正な管理 

公園の維持管理上の瑕

疵による損害賠償件数 
0 件 0 件 

公園施設の適正な管理を実施し、瑕
疵による損害賠償件数０件を目指
します。 

    
 

 

5 まちなみ、家屋、土地が適
正に管理されることによ
り、土地の有効活用が図ら

れます。 

空家改善数（計画期間累
計） 

0 件 68 件 
空家の状況に応じた対策を行い、空
家の適正管理を推進します。 

まちなみ・家屋・土
地の適正管理と有
効活用 

景観条例指導件数 0 件 0 件 
景観形成基準を周知徹底すること
で、景観条例指導件数０件を目指し
ます。 

      

6 交通安全施設（ガードレー
ル、区画線等）が整備され、

道路利用者の安心・安全が
確保されています。 

交通安全施設設置等に
よる危険解消箇所数（計
画期間累計） 

0 箇所 32 箇所 
通学路安全点検結果等を踏まえて、
交通安全施設を設置し、危険個所の
解消に取り組みます。 交通安全施設の整

備 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

用語解説  

都市計画道路 都市計画法に基づいて拡幅または新設が計画されている道路のことです。 

生活道路 国道や県道、広域農道といった広域幹線道路や主要市道（1・2級）である幹線道路以外の市道のことです。 

 

指標名 現状値 めざそう 値 成果指標の方向性 

都市施設（道路、公園、排水路、駅周辺）

の満足度 
56.7％  56.7％  

都市施設の整備や修繕を実施し、満足度の向上

を目指します。 

政策1 暮らしを支える快適なまちづくり ［都市基盤の整備］ 

1 – 1 

重点 

地域核の拠点機能及びネットワークが形成され、利便性が向上します。 

➢ 駅周辺の市街地においても、人口減少が進んでいることか

ら、駅の交通結節機能を活かした魅力と賑わいを形成する

ため、駅周辺の都市計画道路の整備を促進します。その他

の地域は、人口減少に伴い増加する空家への対策等を通じ

て、秩序あるまちなみ形成を図ります。 

➢ 国・県道などの幹線道路については、交通混雑の緩和や歩

行空間の確保が求められており、関係機関と連携し整備促

進を図ります。 

➢ 生活道路の整備については、児童生徒の通学時の安全確保

の重要性が高まっています。また、成田空港の機能強化に

伴い、成田空港へのアクセスの向上が求められていること

から、産業振興を視野に入れた整備促進を図ります。 

■ 施策のめざす姿 

重点 

■ 基本事業の構成 

SDGsとの 

関連性 
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■ 施策の基本方針（環境変化と課題） 

■ 施策の成果指標 

 

 

 

   持続可能な公共交通網の整備推進  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

基本事業名 基本事業のめざす姿 指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 
    

 
 

1 
市内の交通手段の利便性を
高め、利用者が増加してい

ます。 

市内公共交通利用者数
（基幹バス、乗合タクシ

ー、運行支援路線バス
等） 

124,803 人 126,000 人 
利用者ニーズを踏まえて、市内公共
交通を運行することで、利用者数の
増加を目指します。 

市内における交通
手段の確保 

バス運行状況の満足度 41.8％ 50.0％ 
沿線自治体と連携し、民間路線バス
の維持に努めることで、成果向上を
目指します。 

      

2 成田空港方面へのバス運行
により、アクセスが向上し、

利用者の利便性が高まりま
す。 

成田空港方面への年間

バス利用者数 
15,358人 26,500人 

新型コロナウイルス感染症の影響
から回復傾向にあるため、利用者数
の増加を目指します。 

バスでの成田空港
方面へのアクセス
向上 

      

3 鉄道の運行本数の維持によ
り、通勤・通学などに必要
不可欠な移動手段が確保さ

れます。 

１日当たりの鉄道利用
者数 

3,670 人 4,500 人 
鉄道会社への要望活動等により、利
便性の向上を図り、利用者数の増加
を目指します。 

鉄道の利便性向上 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

用語解説  

基幹バス 市内各地域の拠点及び主要施設等を結ぶコミュニティバス型の公共交通です。 

デマンド対応の 
乗合タクシー 

利用者登録をした方の電話予約を受け、自宅等から目適地まで乗り合いで運行する公共交通です。 

個別避難計画 
高齢者や障がい者など支援を必要とする人たちの避難計画を一人ひとりの状況に合わせ事前に作成して
おき、災害時に備えるものです。 

 

指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 

公共交通網の満足度 45.1％  46.0％  
既存の公共交通網や基幹バス・乗合タクシーと

の連携を進め、満足度の向上を目指します。 

市内移動の交通手段に困っている市民の割

合 
37.7％  37.7％  

指標値は増加傾向にあるため、利用者ニーズを

踏まえた対策を講じ、困っている市民の減少を

目指します。 

政策1 暮らしを支える快適なまちづくり ［都市基盤の整備］ 

1 – 2 

公共交通機関の特性を活かし、市民生活の移動手段が確保され、移動の利便性が高まります。 

■ 施策のめざす姿 

➢ 人口減少及び少子高齢化（令和４年４月１日現在、高齢化

率36.5％）が急激に進んでおり、日常生活の移動手段がな

い高齢者が増加傾向にあるため、交通弱者の移動手段とし

て公共交通の重要性は大きくなっています。 

➢ 市内の移動に係る公共交通については、市内３区域内を運

行するデマンド対応の乗合タクシーと、各地域の拠点及び

主要施設間を連絡する基幹バスを運行し、持続可能な公共

交通の確立を目指します。 

➢ 市外の移動に係る公共交通については、人口減少等の影響

により鉄道及び路線バスの利用者が減少していますが、利

用の促進等、運行会社と連携し維持・存続を図ります。 

➢ 本計画期間では、令和５年度中に地域公共交通に係る計画

を改めて策定し、各交通手段の連携と維持向上、より公共

交通を使いやすい環境づくりに計画的に取り組んでいきま

す。 

■ 基本事業の構成 

SDGsとの 

関連性 

重点 
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■ 施策の成果指標 

■ 施策の基本方針（環境変化と課題） 

 

 

 

   災害に強い強靭なまちづくりの推進 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

基本事業名 基本事業のめざす姿 指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 
    

 
 

1 市民の防災に対する意識や
知識が高まり、災害に対す
る備えができています。 

災害に対する備えの平
均実施項目数（全 14 項
目） 

5.01 項目 7.00 項目 
市民一人ひとりの防災意識を高め
ることで、成果向上を目指します。 防災意識・知識の向

上 
      

2 
災害対応のための各種体制

の整備や訓練の実施によ
り、地域の共助体制が強化
されています。 

自主防災組織数 90 組織 102組織 
災害への備えとして自主防災組織
の設立を推進し、地域防災力の向上
を目指します。 

地域防災力の向上 

自主防災組織の訓練実
施割合 

15.6％ 30.0％ 
災害時に実践的な行動を取ること
ができるように、防災訓練実施割合
の向上を目指します。 

個別避難計画の作成割
合（個別計画策定対象者
分） 

0％ 100.0％ 
地域の支え合い、助け合いによる避
難支援の仕組みづくりを推進しま
す。 

避難所運営委員会設置
割合 

0％ 50.0％ 
避難所運営委員会の設置を推進す
ることで、地域等による避難所運営
体制を整えます。 

      

3 
災害への備えを行い、災害
発生時に迅速な対応をとれ
る体制が整備されていま

す。 

職員訓練（機能別、避難

所開設・運営等）回数 
3 回 5 回 

防災訓練を実施することで、参加者
の防災意識や知識の向上を目指し
ます。 

災害対応力の向上 

食糧・飲料・物品の備蓄

率 
100.0％ 100.0％ 

地域防災計画で定める必要な備蓄
率を維持します。 

災害情報発信システム･
防災施設の不具合件数 

2 件 0 件 
定期的な点検や維持補修、機能保全
等の対策を行うことで、不具合件数
０件を目指します。 

 
 

   
 

 

4 災害被害を未然に防止する
対策を実施するとともに、

被害を最小限に抑えるため
の整備が進められていま
す。 

国土強靭化地域計画実

施計画の事業完了数（計
画期間累計） 

0 事業 9 事業 

災害時において住民の生命及び生
活を守るとともに、被害の低減を図
り、最悪のリスクを回避する災害に
強いまちづくりを推進します。 強靭化対策の推進 

    
 

 

5 消防・救急活動が迅速に行
われ、市民の生命・財産が
守られています。 

火災の損害額 64,650千円 0 円 
火災による被害が出ないよう防火
対策に取り組みます。 

消防力の充実 火災による死者数 4 人 0 人 
火災による被害者が出ないよう防
火対策に取り組みます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

用語解説  

自主防災組織 
災害による被害を最小限にするため「自助・共助・公助」の連携が必要であり、このうち「自分たちの地域は
自分たちで守る」という「共助」の精神に基づき、地域住民が自主的に結成する組織のことです。 

 

指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 

災害・火災による死者数 4 人  0 人  
災害等による被害者が出ないよう防災・減災対

策に取り組みます。 

政策1 暮らしを支える快適なまちづくり ［都市基盤の整備］ 

1 – 3 

市民、地域、行政の防火・防災対策が推進され、被害が減少します。 

■ 施策のめざす姿 

重点 ➢ 防災・減災の取り組みには、「自助」が重要であり、市民一

人ひとりの災害に対する意識や知識の向上を図ります。 

➢ 災害に備えるため、自主防災組織の活動を活性化させる支

援を行い、地域防災力の強化を図ります。 

➢ 個別避難計画の作成に取り組み、避難の実効性確保を図り

ます。 

➢ 避難所の迅速な開設や適切な運営には、地域等による「共

助」が不可欠なことから、避難所運営委員会の設立を推進

し、地域住民同士が連携し、主体として避難所を開設・運

営する体制を整えます。 

➢ 災害に強いまちづくりを図るため、災害時等の活動拠点、

地域の避難場所として機能する防災拠点の再整備を推進し

ていきます。 

➢ 地域防災力の強化には消防団員の確保が必要です。団員の

消防技術の維持・向上のため、訓練に取り組んでいきます。 

SDGsとの 

関連性 

■ 基本事業の構成 
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■ 施策の基本方針（環境変化と課題） 

■ 施策の成果指標 

 

 

 

   生活環境の充実  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

基本事業名 基本事業のめざす姿 指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 
    

 
 

1 生活公害に対する意識が高

まり、生活公害が減少して
います。 

空き地の管理（雑草等）

苦情件数 
91 件 54 件 

空き地の管理者に対し指導等を行
い、空き地の管理苦情件数の減少を
目指します。 

生活公害の対策 
その他生活公害苦情件

数 
55 件 46 件 

生活環境に関する啓発活動などを
実施し、生活公害の苦情件数の減少
を目指します。 

      

2 
不法投棄防止に対する意識
が高まるとともに、美化運

動が活発化します。 

産業廃棄物不法投棄件
数 

7 件 4 件 
啓発運動やパトロールの強化によ
り、不法投棄件数の減少を目指しま
す。 

美化運動の推進と
不法投棄防止対策 

一般廃棄物等不法投棄
件数 

89 件 87 件 

ごみゼロ運動参加者数 0 人 9,400 人 
啓発活動などにより、美化意識の改
善を図り、参加者数の増加を目指し
ます。 

      

3 
地域住民の航空機騒音によ
る生活公害が軽減します。 

航空機騒音対策に対す
る満足度 

78.5％ 80.0％ 
関係団体と連携し、防音工事などの
航空機騒音対策を充実させ、満足度
の向上を目指します。 航空機騒音等の対

策 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

用語解説  

第１種区域 
騒防法第８条の２の規定による Lden62dBの区域のことです。「Lden」は、時間帯補正等価騒音レベル
のことで、単位は「dB」です。航空機騒音に係る環境基準の評価指標となっています。 

隣接区域 第１種騒音区域に隣接した区域のことで、公益財団法人成田空港周辺地域共生財団が指定しています。 

 

指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 

快適な生活環境が整っていると思う市民の

割合 
66.6％  70.0％  

空き地及び犬猫の管理・不法投棄など生活環境

に関する不満を改善し、成果向上を目指しま

す。 

生活環境に関する苦情件数 242 件  234 件  
不法投棄や空き地の管理などに関する苦情件

数を現状以下に留めることを目指します。 

住宅内で航空機音を不快に感じる市民の割

合 
81.7％  75.0％  

第 1 種区域及び隣接区域で、防音工事等の実施

により、航空機騒音を感じる市民の減少を目指

します。 

政策2 住みやすい環境と安全なまちづくり ［暮らしやすい環境の整備］ 

2 – 1 

SDGsとの 

関連性 

快適に暮らせる生活環境が確保されています。 

■ 施策のめざす姿 

➢ 管理不良状態にある空き地については、管理者に対し、適

切な行政指導を行うなど、生活環境の美化を推進します。 

➢ 美化運動を通じて、市民や事業者の生活環境に関する意識

向上に取り組むとともに、快適な生活環境の維持に取り組

んでいきます。 

➢ 産業廃棄物の不法投棄件数は、令和元年度13件、令和２年

度13件、令和３年度7件と推移しています。啓発運動、パト

ロールの強化により不法投棄の防止に取り組んでいきま

す。 

➢ 成田国際空港の機能強化に伴い、航空機による騒音への対

策が必要となることから、成田国際空港株式会社や公益財

団法人成田空港周辺地域共生財団などと連携しながら、防

音工事等を実施し、生活環境の改善に取り組んでいきます。 

■ 基本事業の構成 



- 15 - 

 

■ 施策の成果指標 

■ 施策の基本方針（環境変化と課題） 

 

 

 

   脱炭素・循環型社会の形成  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

基本事業名 基本事業のめざす姿 指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 
    

 
 

1 

市民の環境意識が高まり、
省エネルギーや再生可能エ
ネルギーの利用が増え、脱

炭素が進んでいます。 

再生可能エネルギーの

導入量 

97,478kw 

(令和２年度) 
150,020kw 

再生可能エネルギーによる発電装
置の導入を推進し、成果向上を目指
します。 

地域脱炭素化の推
進 

山武市役所における温
室効果ガス（CO2等）排出
量 

4,274t-CO2 

(令和２年度) 
3,573t-CO2 

再生可能エネルギーや効率的なエ
ネルギーの利用を推進し、成果向上
を目指します。 

木質バイオマス発電の
燃料として活用された
木材量 

3,505.8ｔ 4,732.8ｔ 
脱炭素・循環型社会の形成のため、
バイオマス燃料への転換を促進し、
成果向上を目指します。 

省エネへの生活様式平

均実践項目数 
2.80 項目 3.50 項目 

脱炭素・循環型社会の形成のため、
省エネに対する啓発等を行い、成果
向上を目指します。 

      

2 
ごみの発生抑制（Refuse）、

削減（Reduce）、再生利用
（Recycle）を進め、適正に
ごみ処理がされ、環境への

負荷を軽減しています。 

家庭ごみ排出量 10,264t 9,896t 

ごみの減量化・再資源化に対する意
識の向上を図り、成果向上を目指し
ます。 

３Ｒの推進とごみ
処理の適正化 

再資源化率 16.3％ 18.9％ 

ルールを守らずに集積

所にだされたごみ袋数 
4,828 件 2,817 件 

１人当たりの負担金額 
（収集料金・ごみ袋代金

を含む） 

11,062円 12,578円 
ごみ処理施設の老朽化等に伴う費
用の増加が見込まれる中、急激な負
担額の増加の抑制を目指します。 

      

3 
適切な汚水処理を推進する

ことで、生活環境と水質が
保全されています。 

合併浄化槽設置基数 58 基 70 基 
河川等の水質を守り、生活環境を保
全するため、成果向上を目指しま
す。 

汚水処理の推進 
農業集落排水供用戸数 971戸 1,000 戸 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

用語解説  

再生可能エネルギー 
温室効果ガスを排出せず、国内で生産することができる太陽光・風力・地熱・中小水力・バイオマスといった
低炭素のエネルギー源のことです。 

３Ｒ 
循環型社会を実現するために必要な３つの要素のことで、廃棄物の発生抑制（Reduce）、再使用
（Reuse）、再生利用（Recycle）の３つのＲの総称です。 

t-CO2 
二酸化炭素その他の温室効果ガスの排出、貯蔵等の量を、相当する温室効果を有する二酸化炭素の重量
に換算した単位のことです。 

 

指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 

山武市の温室効果ガス（CO2）排出量 659 千 t-CO2  522 千 t-CO2  
再生可能エネルギーや効率的なエネルギーの

利用を促進し、成果向上を目指します。 

１人１日あたりのごみの排出量 803g  769g   
ごみの減量化・再資源化に対する意識の向上を

図り、ごみの排出量の減少を目指します。 

汚水処理人口普及率 63.0％  71.6％  
河川等の水質を守り、生活環境を保全するた

め、普及率の向上を目指します。 

政策2 住みやすい環境と安全なまちづくり ［暮らしやすい環境の整備］ 

2 – 2 

自然環境にやさしいまちにむけて、環境負荷の少ない生活を実践し、温室効果ガスや廃棄物、汚水の排

出抑制がされています。 

■ 施策のめざす姿 

重点 

➢ 地球温暖化防止のため、二酸化炭素の排出量を抑制してい

くことが求められています。家庭や事業所での効率的なエ

ネルギーの利用を促進していくとともに、環境に配慮した

省エネ機器の導入や再生可能エネルギーの利用促進に取り

組んでいきます。 

➢ 家庭ごみの減量化・再資源化に対する意識の向上を図りま

す。 

➢ 市民から排出されるごみの適正な分別の意識を高め、３Ｒ

を総合的に推進し、ごみの排出量の減量化に取り組みます。 

➢ 2028年度からは、成東地域のごみ処理も山武郡市環境衛生

組合で取り扱うことから、指定ごみ袋制度やごみの収集方

法の一本化に向け調整を図ります。 

➢ 未処理の生活排水が適正に処理されるよう、単独処理浄化

槽、くみ取り槽から合併処理浄化槽への転換を促進します。 

SDGsとの 

関連性 

■ 基本事業の構成 
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■ 施策の成果指標 

■ 施策の基本方針（環境変化と課題） 

 

 

 

   上水道の充実  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

基本事業名 基本事業のめざす姿 指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 
    

 
 

1 
安定的に水道水を使用でき
ます。 

漏水事故件数 
【市営水道】 

1 件 0 件 
水道水を安定的に供給するため 0件
を目指します。 

安定給水の確保 
漏水事故件数 
【広域水道】 

43 件 33 件 

山武郡市広域水道企業団中長期経
営プラン 2016 に基づき、老朽化し
た水道管の更新や耐震化工事を実
施し、減少を目指します。 

      

2 衛生的で安全な水道水を使
用できます。 

水質の苦情件数 
【市営水道】 

0 件 0 件 
安全な水道水を供給するため0件を
目指します。 水質の安全性の確

保 
水質の苦情件数 
【広域水道】 

0 件 0 件 

      

3 地震等の災害時において、
応急給水が受けられます。 

応急給水資機材の備蓄

割合【市営水道】 
100.0％ 100.0％ 

災害時に応急給水を行うため、給水
戸数に対応した備蓄を目指します。 

地震等の災害対策 
応急給水資機材の備蓄

割合【広域水道】 
100.0％ 100.0％ 

 
    

 
 

4 
事業経営の健全化に努める

とともに広域化を推進しま
す。 

経常収支比率 

【市営水道】 
108.0％ 106.9％ 

山武市水道事業ビジョン（経営戦
略）に基づき、健全水準を維持しま
す。 

経営の健全化と広
域化の推進 

経常収支比率 
【広域水道】 

106.0％ 102.4％ 
山武郡市広域水道企業団中期経営
プラン 2016に基づき、健全水準を
維持します。 

広域化に関する承認件数
【市営水道】 

1 件 1 件 
九十九里地域水道事業体の統合・広
域化に向けて、水道事業の運営基盤
強化を目指します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

用語解説  

経常収支比率 
経常収益の経常費用に対する割合で、水道企業会計では、この数値が 100％以上であることが望ましいこ
ととされています。 

 

指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 

上水道普及率【市営水道】 53.3％  57.5％  

今後の人口減少を考慮しながら、九十九里地域

末端給水事業体の統合を踏まえて、普及率の向

上を目指します。 

上水道普及率【広域水道】 81.3％  81.3％  

広域水道の普及率は高水準にあるため、今後の

人口減少を考慮し、普及率の維持を目指しま

す。 

政策2 住みやすい環境と安全なまちづくり ［暮らしやすい環境の整備］ 

2 – 3 

安全で安定した水道水を使う市民が増加しています。 

■ 施策のめざす姿 

■ 基本事業の構成 

SDGsとの 

関連性 

➢ 水道管等の施設の老朽化に伴う更新期の到来や人口減少等

に伴う料金収入の減少等により、経営環境は厳しさを増し

ており、不断の経営健全化に取り組んでいきます。 

➢ 衛生的な水を安定的に供給するために、加入促進に取り組

んでいきます。 

➢ 近年の大規模な自然災害や水質事故等の緊急時に迅速な対

応が取れるよう、マニュアルの充実を図り、応急給水対策

に取り組んでいきます。 

➢ 供給事業については九十九里地域・南房総地域の水道用水

供給事業体と県営水道による、統合に係る覚書を締結し、

協議検討を進めています。 

➢ 給水事業については山武郡市広域水道企業団、山武市営水

道、長生郡市広域市町村圏組合、八匝水道企業団の末端給

水事業体による、統合・広域化の基本計画策定に向けて協

議検討を進めています。 
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■ 施策の成果指標 

■ 施策の基本方針（環境変化と課題） 

 

 

 

   防犯・交通安全の推進  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

基本事業名 基本事業のめざす姿 指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 
    

 
 

1 地域住民・警察・行政が一
体となった防犯活動が展開
され、犯罪がおきにくくな

っています。 

防犯活動を行っている
区・自治会や団体の数 

28 団体 28 団体 
防犯活動を行っている区・自治会や
団体数の減少防止を図り、現状維持
を目指します。 

防犯体制の充実 防犯活動を行っている
協力者数 

609人 609人 
協力者の高齢化を勘案し、現状維持
を目指します。 

      

2 学校・家庭・地域・警察・
行政が連携し、児童生徒の

事件･事故が未然に防がれ
ています。 

登下校時における児童

生徒の事件・事故件数 
5 件 － 件 

児童生徒の安全確保に努め、事件・
事故を未然に防ぐことを目指しま
す。 児童・生徒の安全確

保 

      

3 防犯施設が適切に維持管
理、機能強化されることで、

犯罪にあわないようになっ
ています。 

防犯灯新設・移設・修
繕・撤去箇所数（計画期
間累計） 

104箇所 100箇所 
新設、移設、修繕、撤去工事の実施
により防犯灯設置適正化を図り、現
状維持を目指します。 

犯罪がおこりにく
い環境に向けての
施設設備の管理 
 
 

   
 

 

4 賢い消費者が増え、消費者
トラブルが減少していま
す。 

消費者トラブルにあっ

た市民の割合 
5.3％ 4.4％ 

消費者トラブル防止の啓発等を実
施することで、トラブルを未然に防
止し、成果向上を目指します。 消費者トラブルの

防止 
    

 
 

5 市民一人ひとりの交通安全
意識が高まり、交通ルー

ル・マナーが守られていま
す。 

１ヶ月当たりの交通安

全啓発回数 
5 回 3 回 

現状値は緊急街頭監視の実施によ
り増加しましたが、交通安全指導員
の高齢化を勘案し、通常時の維持を
目指します。 交通安全意識の向

上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

用語解説  

刑法犯認知件数 
警察等捜査機関により犯罪の発生を確認された件数のことです。具体的には殺人、強盗、窃盗等の件数に
なります。 

 

指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 

人口 1,000人当たりの刑法犯認知件数 5 件  5 件  
人口 1,000人当たりの刑法犯認知件数を現状以

下に留めることを目指します。 

人口 1,000人当たりの交通事故発生件数 2.3 件  2.3 件  
人口 1,000人当たりの交通事故発生件数を現状

以下に留めることを目指します。 

政策2 住みやすい環境と安全なまちづくり ［暮らしやすい環境の整備］ 

2 – 4 

安全で安心して住めるまちになっていきます。 

■ 施策のめざす姿 

■ 基本事業の構成 

SDGsとの 

関連性 

➢ 刑法犯認知件数のうち約75％は窃盗犯であり、多くは乗り

物盗や車上荒らし等の非侵入盗であることから、防犯カメ

ラの設置やドライブレコーダーを搭載した青色パトロール

カーを活用した防犯活動を推進します。 

➢ 消費生活センター等の相談体制を確保することにより、電

話de詐欺といった特殊詐欺をはじめとする消費者トラブル

の防止に努めます。 

➢ 令和４年に道路交通法が改正され、安全運転管理者による

運転者の酒気帯び確認が義務化されました。 

➢ 交通安全計画に基づき施策を展開します。高齢者、幼児、

児童・生徒及びドライバー等の対象者に応じた交通安全施

策に取り組みます。 
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■ 施策の成果指標 

■ 施策の基本方針（環境変化と課題） 

 

 

 

   農林水産業の振興  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

基本事業名 基本事業のめざす姿 指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 
    

 
 

1 各種支援により経営の安定

化、耕作面積の維持がされ
ています。 

耕地面積（水田、畑） 5,700ha 5,650ha 
担い手への農地集約化の促進や新
規就農者への支援により耕地面積
減少の抑制を目指します。 

経営の安定化の推
進 

家畜伝染病発生件数（酪
農、養豚、養鶏） 

0 件 0 件 
畜舎等の衛生環境を保持するため
の支援により、家畜伝染病の発生を
抑止します。 

      

2 新たに農業を行う方が増加
するとともに、既存農地が

担い手に引き継がれていま
す。 

農用地利用集積率 31.2％ 51.0％ 
農地中間管理事業や基盤整備事業
を活用した担い手への農地の集
積・集約化を推進します。 

担い手の育成・支援 
新規就農者数（計画期間
累計） 

0 人 12 人 
高齢化や離農の進行により農業者
数が減少しているため、新たな担い
手の確保を推進します。 

      

3 山武市の農産物が市内外の
多くの方に知られ、販売量

や消費が拡大します。 

ふるさと納税の返礼品
に農林水産物が選択さ
れた件数 

552件 2,245 件 
ふるさと納税の返礼品を通じて、市
内産農林水産物の知名度向上と消
費拡大を目指します。 

市内農林水産物の
知名度向上と消費
拡大 

オライはすぬまの農林
水産物の販売額 

126,669 千円 161,665 千円 
道の駅オライはすぬまを拠点とし
た農林水産物直売を支援し、知名度
向上と消費拡大を目指します。 

 
    

 
 

4 
農業基盤が整備され、受益
地の効率性・生産性が向上

します。 

国営、県営等の有利な補
助制度を活用した農業

基盤整備の事業完了数 

5 箇所 7 箇所 
有利な国・県補助事業を活用した農
業基盤整備の事業完了数の増加を
目指します。 農業基盤整備の推

進 
    

 
 

5 荒廃した森林が再生するた
めに適切な管理がされ、木
材の生産環境が整っていま

す。 

森林整備事業年間実施
箇所数 

20 箇所 30 箇所 
森林整備事業体の新規参入の受入
を積極的に行うことで、成果向上を
目指します。 

森林再生の推進 
市補助制度を活用し、搬

出された木材量 
6,032t 8,144t 

補助制度の利用促進を図り、搬出さ
れる木材量の増加を目指します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

用語解説  

認定農業者 
効率的、安定的な農業経営に向けた計画を策定し、その計画が市町村等により認定された農業者のことで
す。 

農地集積・集約化 
農地の集積は、農地の所有または賃借等により、利用する農地面積を拡大することです。農地の集約化は、
農地の利用権の交換等により、農地の分散を解消することで農作業の効率化を図ることです。 

 

指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 

農業所得 668 百万円  1,264 百万円  

国、県の施策に柔軟に対応し、補助事業等を積

極的に活用しながらコストの削減を図り、所得

の向上を目指します。 

森林整備年間実施面積（計画期間累計） 329.07ha  481.32ha  
山武市森林整備計画に基づき、適切な森林整備

を推進することで、成果向上を目指します。 

政策3 にぎわい豊かな暮らしを創出するまちづくり ［産業経済の振興］ 

3 – 1 

・農業経営が安定し、所得額が増えます。 

・荒廃した森林が再生します。 

➢ 地域農業の中心的担い手の育成と確保のため、認定農業者

の拡充及び新規就農者への支援に努めるとともに、効率的

農業の推進や補助事業等の積極的活用によるコスト削減を

図り、農業所得の向上を目指します。 

➢ 農地中間管理事業を活用した農地集積・集約化、耕作放棄

地の解消及び農地基盤整備事業を促進し、計画的な土地利

用と優良農地の確保に努め、生産性の向上を図ります。 

➢ 地球温暖化防止に向けた脱炭素社会の実現、生物多様性の

保全や有機農業の推進、農地・農村・森林の持つ多面的機

能の維持、食料の安定供給等といった「ＳＤＧｓ」や地球

環境に配慮した農林業を推進していきます。 

➢ 山武市森林づくり審議会において、森林管理の在り方及び

森林環境譲与税の活用について検討し、市民に広く恩恵の

ある森林づくりを推進していきます。 

➢ 森林整備及び木材利活用を推進していくことにより、地域

産材である「サンブスギ」を保全し、そのブランド力の強

化を図ります。 

■ 施策のめざす姿 

重点 

■ 基本事業の構成 

重点 

SDGsとの 

関連性 
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■ 施策の基本方針（環境変化と課題） 

■ 施策の成果指標 

 

 

 

   商工業の振興と地域経済活性化  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

基本事業名 基本事業のめざす姿 指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 
    

 
 

1 
新規創業や経営改善を行

い、魅力を高め、市内消費
が推進されます。 

市内で日用品や食料品
を買う市民の割合 

66.4％ 67.0％ 
地域経済活性化対策を進め、市内で
の経済循環の向上を目指します。 

経営体の体質強
化・育成と市内消費
の推進 

新規法人登録件数（計画
期間累計） 

0 件 360件 
エコノミックガーデニングや市内
事業者支援の取組を推進すること
で、成果向上を目指します。 法人市民税の増加事業

所割合 
20.0％ 20.0％ 

      

2 
製造業等の振興により、雇

用が促進されています。 

市内工業団地の従業者
数 

1,768 人 1,800 人 

市内事業者支援の取組を推進する
ことで、成果向上を目指します。 

工業の振興 
従業員一人当たりの製
造品出荷額（4 人以上の

事業所） 

43,142千円 43,531千円 

      

3 成田空港の近接性を活か
し、経済を含めたあらゆる
面で連携が取られること

で、市民の雇用が創出され
ます。 

成田空港周辺自治体と

しての取組件数 
5 件 7 件 

成田空港周辺自治体としての強み
を活かし、空港就業者と山武市への
定住者の増加を図ります。 

成田空港経済圏の
形成 

成田空港内で働く市内
従業員数 

630人 
(平成 29 年度) 

700人 
生産年齢人口の減少が見込まれる
中、空港内従業員数の増加を目指し
ます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

用語解説  

レジリエンス 逆境にも関わらず良好に適応すること、復元力、回復力、弾力のある様子のことです。 

エコノミックガーデニン
グ 

米国で実施されている経済活性化手法のことで、地域内連携により企業家精神のある中小企業が長生き
して繁栄するようなビジネス環境を創出することを指します。 

 

指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 

黒字化している事業所割合（法人税割を納

めている事業所数） 
43.5%  44.0%  

黒字化している事業所数を増やすことで、商工

業の振興と地域経済の活性化を目指します。 

政策3 にぎわい豊かな暮らしを創出するまちづくり ［産業経済の振興］ 

3 – 2 

経営力があり、継続的に事業が推進されるとともに、雇用が確保されています。 

➢ 郊外型の大・中規模小売店舗等が進出し、既存小売店に大

きな影響を及ぼすとともに、後継者不足も相まって、旧来

の商店街では空き店舗が多数発生しています。地域の魅力

を高める取り組みを通じて、商店街の連携強化と地域活性

化を図ることが求められています。 

➢ 山武市中小企業振興基本条例（平成30年４月１日施行）に

基づき、地元中小企業の育成と長期的な安定成長を図るた

めの施策を推進します。 

➢ 市商工会を通じた施策等を継続的に行うとともに、人口減

少や急激な社会環境の変化に対応できる、レジリエンスな

地域経済の実現に向けた「エコノミックガーデニング」の

推進により、地元企業が長生きして繁栄するビジネス環境

の構築に取り組みます。 

➢ 成田空港の機能強化に伴う雇用の増加が見込まれることか

ら、企業誘致の促進や市内小中学生への成田空港関連企業

への興味・関心を高める事業を実施し、成田空港を核とし

た経済圏の形成に取り組みます。 

重点 

■ 施策のめざす姿 

重点 

SDGsとの 

関連性 

■ 基本事業の構成 

重点 
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■ 施策の基本方針（環境変化と課題） 

■ 施策の成果指標 

 

 

 

   観光の振興  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

基本事業名 基本事業のめざす姿 指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 
    

 
 

1 
関係機関と連携し、体験型
観光等の魅力ある観光資源

を増やし、多くの観光客が
利用します。 

主要施設の年間来客者
数（オライはすぬま、さ

んぶの森公園、蓮沼海浜
公園） 

1,156,972人 1,450,000人 
市内観光施設の魅力向上を図り、コ
ロナ禍前の水準に戻すことを目指
します。 

魅力ある観光事業
の推進 

広域（県）、民間事業者
との連携事業数 

3 件 18 件 
近年の観光のトレンドを踏まえた
魅力あるイベントを開催し、成果向
上を目指します。 

体験型観光利用者数 435,561 人 600,000 人 
魅力ある体験型観光コンテンツを
充実させることで、成果向上を目指
します。 

      

2 
海岸の観光施設が充実し、
ブルーフラッグ取得の美し

い海岸と豊かな自然環境を
維持することで、多くの観
光客が訪れます。 

観光施設（海水浴場）の
利用者数 

69,000人 
(令和元年度) 

70,000人 
国際環境認証であるブルーフラッ
グを取得した本須賀海水浴場を中
心に、利用者の増加を目指します。 

海岸を活用した観
光推進 

海岸を利用した撮影及
び活動件数 

84 件 126件 
フィルムコミッションの活動を推
進することで、成果向上を目指しま
す。 

      

3 様々な方法で観光情報が発

信され、ファン化やＳＮＳ
や口コミにより周知されて
います。 

観光案内所利用件数 7,018 件 10,000件 
観光案内所での物販開始やサービ
ス提供内容を向上させることによ
り、利用者数の増加を目指します。 

観光情報の発信 ＳＮＳフォロワー数 1,158 人 5,000 人 
ＳＮＳによる情報発信を充実させ
ることで、フォロワー数の増加を目
指します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

用語解説  

体験型観光 
従来の「見物」だけではなく、農作物収穫体験等、その地域の産業や文化を、旅行者が五感で体験できる観
光スタイルのことです。 

ブルーフラッグ 
欧州を中心に 48カ国、約 5,000カ所で取得されているビーチの国際環境認証のことです。主に環境と
安全に関する 33の審査項目があり、国内及び国際審査が行われます。国内での取得は７カ所となってい
ます。（Ｒ４年現在） 

 

指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 

年間観光客入込数 1,507,284 人  2,081,000 人 
新型コロナウイルス感染症拡大の影響で減少

しているため、新しい生活様式に対応した観光

企画の実施により成果向上を目指します。 
年間宿泊観光客数 44,988 人  82,800 人 

政策3 にぎわい豊かな暮らしを創出するまちづくり ［産業経済の振興］ 

3 – 3 

多くの観光客が市内に宿泊し、観光施設を訪れます。 

■ 施策のめざす姿 

■ 基本事業の構成 

➢ 長引く新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、市内

への観光客は大幅に減少しています。 

➢ 近年の観光のトレンドは、家族や友人と楽しめる体験型観

光が好まれているため、魅力あるイベントの開催、体験型

観光コンテンツを充実させることで、市内への観光客の増

加を図ります。 

➢ 本須賀海水浴場は2019年に国際環境認証ブルーフラッグを

県内で唯一取得し、その後も継続して取得しています。地

域住民と行政が一体となり「海の豊かさを守ろう」という

目標に向かって海岸環境美化活動に取り組むとともに、適

切な施設管理を行い、安心で安全な海水浴が楽しめる環境

づくりに努めます。また、サーフィンやマリンスポーツ、

スポーツイベント等を開催し、夏季以外の利用を促進しま

す。 

➢ ＮＰＯ法人山武市観光協会ＨＰやツイッター等のＳＮＳを

活用し、多くの世代層に向けた観光情報の発信を行います。

また、成東駅前の観光案内所でのサービス内容を充実させ、

機能強化を図ります。 

SDGsとの 

関連性 

重点 
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■ 施策の成果指標 

■ 施策の基本方針（環境変化と課題） 

 

 

 

   高齢者福祉の充実  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

基本事業名 基本事業のめざす姿 指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 
    

 
 

1 
介護予防や社会参加によっ
て、生きがいをもち、健康

で元気に生活しています。 

社会参加している高齢
者の割合 

39.6％ 50.0％ 

複合的な介護予防対策を推進し、
健康寿命の延伸を図ることで、成
果向上を目指します。 生きがいづくりと

介護予防の推進 

生きがいを持っている
高齢者の割合 

43.2％ 50.0％ 

要支援・要介護認定者

の新規該当者の平均年
齢 

80.4 歳 82.0 歳 

      

2 多様なサービスや地域での

支えあいにより生活できて
います。 

支えあいや仕組みで見

守られている高齢者数
（のべ） 

388人 420人 
緊急通報装置の設置や地域と連携
した見守りを推進し、成果向上を
目指します。 暮らしを支えるサ

ービスの充実 

      

3 必要なときに相談や支援を
受けられ、安心・安全に暮

らしています。 

相談先がある高齢者の

割合 
78.3％ 80.0％ 

高齢者が安心して生活できるよ
う、相談機関の周知や対応の充実
を図ります。 

支えあいの仕組み
づくりの促進 

認知症サポーター養成
講座受講者数 

91 人 100人 
認知症の予防と共生に向けた取り
組みを推進し、成果向上を目指し
ます。 

 
    

 
 

4 
持続可能な介護保険サービ
スが構築され、住み慣れた
地域で生活できます。 

在宅で生活している要
介護認定者の割合 

60.4％ 63.0％ 

在宅医療と介護の連携を推進する
ことにより、在宅で生活できる要
介護認定者の増加を目指します。 介護保険サービス

の推進と適正運営 

施設入所待機率 8.0％ 5.0％ 

受給者１人あたり給付
月額（在宅、居住系サ

ービス）の千葉県平均
に対する割合 

95.4％ 100.0％ 

    
 

 

5 人権が守られ、健やかに生
活できています。 

高齢者の人権が損なわ

れた件数（虐待・権利
の相談件数） 

185件 － 件 
関係機関と連携を図り、早期対
応・早期解決を目指します。 

高齢者の人権尊重 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

用語解説  

介護予防 要介護状態になることをできる限り防ぐとともに、それ以上悪化しないようにすることです。 

 

指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 

介護認定を受けずに生活している 65歳か

ら 74歳までの高齢者の割合 
96.1％  97.0％  

今後も高齢化率の上昇が見込まれるため、介

護予防対策を進めることで成果向上を目指し

ます。 

介護保険サービスの満足度 80.9％  83.0％  

介護保険制度を周知し、各介護保険サービス

を充実させることで満足度の向上を目指しま

す。 

政策4 だれもが生きがいを持って安心して暮らせるまちづくり ［保健・福祉・医療の充実］ 

4 – 1 

高齢者が健康を保ちながら生活でき、自分の健康状態にあった福祉サービスが受けられ、地域生活を

送れます。 

■ 施策のめざす姿 

➢ いわゆる団塊の世代（昭和22年から24年生まれ）が75歳以

上になる令和７年（2025年）には、人口に占める65歳以上

の高齢者の割合（高齢化率）が39.5％に達し、その後も引

き続き上昇が見込まれています。 

➢ 高齢者が社会参加し、生きがいを持ち、健康で安心して生

活が送れるよう大学や関係団体等と連携した介護予防対策

を推進していきます。 

➢ 高齢者が住み慣れた地域で、自分らしい暮らしができるよ

う、医療と介護の連携、介護予防、権利擁護など高齢者を

地域全体で支える体制づくり（地域包括ケアシステム）を

さらに推進していきます。 

➢ 認知症に対する理解を広め、認知症の方やその家族の視点

を意識しながら、認知症になっても希望をもって生活でき

る地域づくりに取り組んでいきます。 

■ 基本事業の構成 

SDGsとの 

関連性 

重点 
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■ 施策の成果指標 

■ 施策の基本方針（環境変化と課題） 

 

 

 

   障がい者（児）福祉の充実  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

基本事業名 基本事業のめざす姿 指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 
    

 
 

1 障がいの特性や能力に応じ

て適正なサービスを受けら
れ、自立が促進されます。 

自立支援給付サービス
の実利用者数 

542人 697人 
自立支援給付サービスの利用を促
進し、成果向上を目指します。 自立支援サービス

の促進 
      

2 障がいの特性や能力に応じ

た専門的な相談支援が受け
られ、相談者の抱える不安
等が軽減されます。 

地域生活支援サービス
利用者数（のべ） 

201人 376人 
総合的・専門的な相談支援を行うた
め、基幹相談センター等の周知を図
り、成果向上を目指します。 地域生活支援の促

進 

      

3 障がい児通所や児童発達支
援等、状態に応じた切れ目

のないサービスを受けられ
ます。 

障がい児通所支援の利
用者数 

193人 308人 
発達支援が必要な児童の割合が増
加傾向にあるため、支援の充実を目
指します。 

発達が気になる子
への支援 

切れ目のない支援のた
め発達について対応を

検討した子どもの割合 

91.0％ 100.0％ 
発達の支援が必要な児童に対して、
切れ目のない支援に取り組み、成果
向上を目指します。 

 
    

 
 

4 
差別の解消を推進し、人権
が守られています。 

障がい者（児）の権利が

損なわれている件数（虐
待・権利） 

2 件 － 件 
関係機関と連携を図り、早期対応・
早期解決を目指します。 障がいのある人の

人権尊重 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

用語解説  

障がい者（児） 
身体障がい・知的障がい・精神障がいの３つの障がいの総称です。18歳以上と未満で、者と児に分かれて
います。 

自立支援給付サービス 
障害の内容や程度に関わらず、自立して生活を営むために、日常生活や社会生活で必要なサポートを受け
られるサービスのことです。具体的な種類には、介護給付、訓練等給付などがあります。 

 

指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 

障がいの特性及びその環境に応じて、就業

している障がい者の割合（分母から重度障

がい者を除く） 

1.88％  2.30％  
就労移行支援等のサービスの利用を促進し、成

果向上を目指します。 

在宅で生活している障がい者の割合 97.2％  97.4％  
生活訓練等のサービスの利用を促進し、成果向

上を目指します。 

障がい者（児）がその障がいの特性及び環境に応じて、地域で安心して自立し、社会参加できます。 

政策4 だれもが生きがいを持って安心して暮らせるまちづくり ［保健・福祉・医療の充実］ 

■ 施策のめざす姿 

4 – 2 

➢ 障がい者が自ら望む地域生活を営む事ができるよう、生活

と就労に関する支援の一層の充実を図るとともに、発達の

支援が必要な児童のニーズにきめ細かく対応するための支

援の充実に取り組みます。 

➢ 専門機関や関係機関と連携し、障がいのある人の高齢化・

重度化や親亡き後を見据えた居住支援体制の整備、地域包

括ケアシステムの構築及び相談体制の充実に取り組みま

す。 

➢ 法改正の動向、社会情勢の変化を踏まえつつ、障がいのあ

る方の置かれた環境や障がいの特性に応じて、地域で安心

して社会参加し自立できるよう支援の充実を図っていきま

す。 

■ 基本事業の構成 

SDGsとの 

関連性 
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■ 施策の基本方針（環境変化と課題） 

■ 施策の成果指標 

 

 

 

   健康づくりの推進  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

基本事業名 基本事業のめざす姿 指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 
    

 
 

1 健康増進や疾病予防に関す
る知識が身につき、個人に

あった心身の健康管理が実
践できています。 

１人当たりの健康づくり

取組項目数 
（全 12 項目中） 

3.92 項目 4 項目 
健康増進のため、自主的な健康づく
りを推進し、成果向上を目指しま
す。 

心身の健康管理の
充実 

人口 10 万人当たり自殺
率 

19.87 19.54 
こころの健康相談や訪問指導を行
い、成果向上を目指します。 

      

2 
・定期的に健診を受け、早

期発見・早期治療ができま
す。 
・生活習慣を見直すことに

より、検査データを改善し、
より健康な生活ができま
す。 

特定健康診査受診率 35.6％ 44.5％ 
特定健診の受診機会等の充実を図
り、コロナ禍前の水準に戻すことを
目指します。 

健診の受診率向上
と生活習慣の改善 

後期高齢者健康診査受診
率 

21.4％ 28.5％ 
後期高齢者健康診査の受診機会等
の充実を図り、コロナ禍前の水準に
戻すことを目指します。 

がん検診を年１回受けて
いる市民の割合 

41.1％ 50.3％ 

未受診者への受診勧奨の実施や健
診の受診機会等の充実を図り、コロ
ナ禍前の水準に戻すことを目指し
ます。 

メタボリックシンドロー
ム該当者及び予備群の割
合 

33.6％ 29.9％ 
指標値は増加傾向にあるため、生活
習慣の見直しを推進し、成果向上を
目指します。 

      

3 
妊産婦、乳幼児等、誰 1 人
取り残されることなく、支

援を受けられ、心身ともに
健康な生活を送ることがで
きます。 

乳幼児健診の受診率 94.9％ 95.0％ 
現状が非常に高い水準にあるため、
訪問や電話等による受診勧奨の実
施により、成果維持を目指します。 

母子の健康管理 乳児面接実施率 100.0％ 100.0％ 
現状が非常に高い水準にあるため、
訪問や電話等による受診勧奨の実
施により、成果維持を目指します。 

 
    

 
 

4 むし歯予防の意識が向上す

るとともに、予防対策をお
こなうことで、むし歯の割
合が減少します。 

幼児（３歳）のむし歯保
有者率 

16.5％ 14.0％ 
歯科健診やむし歯予防の啓発を行
い、成果向上を目指します。 子どものむし歯対

策の推進 
小学生のむし歯保有者率 41.8％ 38.0％ 

    
 

 

5 感染対策や予防接種で、各
種感染症の発症や重症化予

防、まん延防止を図り、市
民生活が守られています。 

麻しん・風しん混合（MR）
予防接種率 

93.0％ 95.0％ 
予防接種法に基づき、感染症の発生
を未然に防止します。 感染症等対策の推

進 
新型コロナウイルスワク
チン接種率 

88.3％ － ％ 

      

6 かかりつけ医をもち日頃の
健康管理ができ、山武郡市

内で救急医療が受けられま
す。 

かかりつけ医を持ってい
る市民割合 

65.8％ 67.5％ 

病気の予防や早期発見、早期治療、
適切な医療機関の紹介等、いつでも
安心して医療を受けられるよう、成
果向上を目指します。 

医療体制の充実 
休日、夜間の救急医療を
どこで受診できるかを自

らで調べられる市民割合 

65.8％ 67.8％ 
夜間や休日の医療体制に関する広
報や啓発を行い、成果向上を目指し
ます。 

      

7 
医療の適正な利用及び負担
を図ることで、健康保険制
度が安定的に運営されてい

ます。 

１人当たりの国民健康保
険総医療費 

358,610 円 415,727 円 

健康意識の向上につながる啓発や
相談を実施し、急激な医療費の増加
の抑制を目指します。 健康保険制度の安

定的な運営 

１人当たりの後期高齢者
医療制度総医療費 

752,399 円 830,709 円 

特定疾病療養受療証新規
交付数 

11 人 11 人 

 

用語解説  

生活習慣病 
偏った食事や運動不足、喫煙、多量飲酒、肥満等の生活習慣から起こる病気の総称で、がん、脳血管疾
患、心疾患、糖尿病等をいいます。 

自殺率 人口 10 万人あたりの１年間の自殺死亡者数のことです。 

 

指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 

人口千人当たりの 15歳から 64歳までの病

気等での死亡率（ケガ、事故を除く。） 
2.06％  1.97％  

生涯健康で過ごすために、健康増進施策に取り

組み、成果向上を目指します。 

生活習慣病死亡率 55.5％  55.5％  

生活習慣病死亡率は増加傾向にあるため、発症

予防や重症化予防対策に取り組み、現状値以下

を目指します。 

政策4 だれもが生きがいを持って安心して暮らせるまちづくり ［保健・福祉・医療の充実］ 

4 – 3 

健康への意識が高まることにより、生活習慣病が減少し、健康な心身で生活を送り続けられます。 

➢ がん、心臓病、脳卒中は、市における死因の55.5％を占め

ています。その原因となる可能性が高い生活習慣病の発症

予防や重症化予防対策を強化していきます。 

➢ 市内の自殺率は、減少傾向にありますが、引続き、関係部

署と連携し、個別支援に取り組んでいきます。 

➢ 妊産婦や乳幼児の健康の保持・増進のため、健診や相談支

援の充実に取り組んでいきます。 

➢ 子どものむし歯保有者率は、年々減少傾向ですが、県平均

より高い状況にあるため、対策の充実を図ります。 

➢ 医療・保健・介護を健診から在宅まで三位一体で切れ目な

く地域住民に提供し、安心して暮らすことができる医療環

境の整備を実施します。 

➢ 国民健康保険及び後期高齢者医療制度の一人当たり総医療

費が増加しています。急激な医療費増加を抑えるため、特

定健康診査等受診率の向上及び生活習慣病の発症予防や重

症化予防に対する対策に取り組みます。 

■ 施策のめざす姿 

重点 

重点 

SDGsとの 

関連性 

■ 基本事業の構成 
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■ 施策の成果指標 

■ 施策の基本方針（環境変化と課題） 

 

 

 

   子育ての支援  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

基本事業名 基本事業のめざす姿 指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 
    

 
 

1 
幼児教育を受ける機会の拡
充と保育サービスにより、

子どもを預け、働くことが
できます。 

幼稚園・保育所・こども
園の利用定員充足率 

82.9％ 80.0％ 
実情に沿った定員数の見直し等に
より、適切な保育サービス・幼児教
育の提供を目指します。 

幼保機能の充実 

就学前保育・教育に関す
る保護者の満足度 

96.9％ 98.0％ 
多様な保育サービス・幼児教育の提
供により、保護者の満足度の向上を
目指します。 

一時的保育・特別保育ニ
ーズに対応できなかっ
た件数 

－ 件 0 件 
利用定員の見直し等を行い、一時的
保育や特別保育に対応できる環境
整備を目指します。 

      

2 放課後の児童の安全を確保

し、適切な遊びや、生活の
場を与えることにより、保
護者が安心して働けます。 

学童クラブの待機児童
数 

0 人 0 人 
実状に沿った定員の見直し等によ
り、待機児童数０を目指します。 

学童保育の充実 

      

3 
子育ての悩みを相談できる

ネットワークがあり、不安
や悩みが軽減されます。 

育てにくさを感じた時
に対処できる（方法を知
っている）保護者の割合 

86.3％ 91.0％ 
関係各課で連携し、子育てへの不安
軽減を図り、成果の向上を目指しま
す。 

子育て不安の軽減 

子どもの社会性の発達
過程を知っている保護

者の割合 

87.8％ 90.5％ 

各種子育て相談延べ件

数 
4,762 件 4,645 件 

身近に子育て相談できる体制を整
え、相談事の解決を手助けし、子育
て不安の軽減を目指します。 

 
    

 
 

4 
・所得に応じて子育ての経

済的負担が軽減されていま
す。 
・就労などにより、経済的

に自立した生活が送れま
す。 

子育ての経済的負担軽

減受給額（子育て１世帯
あたり） 

265,479 円 265,479 円 
医療機関受診の際の自己負担の軽
減や手当の支給により、子育て世帯
の生活の安定を目指します。 

子育て家庭への援
助 

ひとり親家庭の自立率   11.08％ 11.08％ 
就労等の支援を行い、ひとり親家庭
の経済的な自立を目指します。 

    
 

 

5 しつけと称した体罰や養育
放棄が虐待であると理解す
ることにより、子どもの人

権が守られます。 

児童虐待通告件数 73 件 － 件 
地域や関係機関と連携を図り、児童
虐待の早期発見・早期対応を目指し
ます。 

こどもの人権の尊
重 

児童に関する措置件数 0 件 － 件 
関係機関と連携を図り、児童虐待の
早期対応・早期解決を目指します。 

      

6 結婚や家族形成へのプラス

イメージを持ってもらい、
家族形成への意識が向上し
ます。 

出生者数（計画期間累
計） 

187人 800人 
子育て世代の移住を促進すること
で、市内での出生者数の増加を目指
します。 

次世代育成に係る
家族形成の支援 

結婚する意欲のある独
身者の割合 

70.3％ 81.3％ 
結婚へのプラスイメージを喧伝し、
結婚する意欲の向上を目指します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

用語解説  

こども園 保育所・幼稚園機能及び子育て支援機能を併せ持つ総合施設のことです。 

学童クラブ 
就労等により昼間保護者のいない児童（小学校１年生から６年生）に対し、授業終了後に適切な遊びの場、
生活の場を提供し、児童の健全な育成を図るものです。 

 

指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 

子育てが幸せ、楽しいと思う就学前児の保

護者の割合 
93.4％  95.0％  

関係各課で連携し、保護者の不安軽減を図り、

安心して子育てに取り組むことができるまち

づくりを目指します。 この地域で子育てをしたいと感じる就学前

児の保護者の割合 
92.2％  94.4％  

政策4 だれもが生きがいを持って安心して暮らせるまちづくり ［保健・福祉・医療の充実］ 

4 – 4 

SDGsとの 

関連性 

子育て環境が整っており、安心して産み、育てることができます。 

重点 

■ 施策のめざす姿 

■ 基本事業の構成 

➢ 共働きやひとり親家庭の増加等、家庭の状況が変化し、３

歳未満児の保育や、長時間保育の需要が高まっています。 

➢ 子育て支援センターで、育児等の相談を受け、子育ての不

安を緩和し、子どもの健やかな育ちを支援します。 

➢ 妊娠期から子育て期まで、切れ目のない支援の充実に取り

組んでいきます。 

➢ 子育てにおける経済的負担の軽減はニーズが高く、市では、

引き続き高校生までの医療費を助成し、保護者の経済的な

負担軽減を図ります。 

➢ 学童クラブにおける利用ニーズの多様化に対応できる支援

員の人材育成が課題となります。また、学童クラブと放課

後子ども教室との総合的な放課後対策が課題となります。 

➢ 結婚を希望する人を応援し、子ども・子育てにやさしい地

域社会づくりに取り組み、若い世代が将来にわたる展望を

描ける環境づくりを推進していきます。 
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■ 施策の成果指標 

■ 施策の基本方針（環境変化と課題） 

 

 

 

   地域福祉の充実とセーフティーネットの推進  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

基本事業名 基本事業のめざす姿 指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 
    

 
 

1 
地域福祉活動の担い手とし

て活躍しています。 

地域福祉活動をしてい
る市民割合 

16.6％ 19.0％ 
気軽に参加できる活動の周知や体
験学習の開催などを通じ、参加者数
の増加を目指します。 

地域福祉の担い手
育成 

福祉活動の市民活動団
体の加入者数 

1,448 人 1,500 人 
地域の市民活動団体などを支援し、
地域活動の活性化を図り、加入者数
の増加を目指します。 

      

2 ニーズにあった地域福祉サ
ービスを提供し、実施機関

としての活動が活発化しま
す。 

社会福祉協議会で実施
した事業への参加者数 

13,633人 32,000人 
社会福祉協議会の活動を支援し、参
加機会の充実を図り、参加者数の増
加を目指します。 

社会福祉機関・団体
の充実 

民生委員児童委員の１

人当たりの年間活動日
数 

65 日 90 日 
民生委員児童委員の活動支援を行
い、活動日数の増加を目指します。 

      

3 生活困窮者の自立に向けた

支援を充実します。 

生活困窮相談後の支援
による改善が見られた
割合 

25.4％ 25.4％ 
相談のあった生活困窮者に対し、自
立した生活を実現できるよう支援
し、成果の向上を目指します。 生活困窮者自立支

援の充実 
 
    

 
 

4 生活保護制度の活用によ
り、自立への取り組みをし

つつ、生活が保障されてい
ます。 

自立による生活保護廃
止件数 

12 件 12 件 
生活保護受給者の自立に向けた支
援を行い、生活保護の廃止件数の増
加を目指します。 

生活保護制度の適
正な実施 

生活保護率 8.86‰ 10.91‰ 
新たに生活保護受給者となる者が
増加しないように支援を実施し、成
果の向上を目指します。 

    
 

 

5 公営住宅が適正に維持管理

されることにより、市民が
安心して居住できます。 

公営住宅長寿命化進捗
率 

0％ 74.0％ 
市営住宅の長寿命化を図り、居住
性・安定性の向上を目指します。 公営住宅の維持管

理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

用語解説  

地域共生社会 
制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を越えて、地域住民や地域の多様な主体が「我
が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を越えて「丸ごと」つながることで、住民一人ひとりの
暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会のことです。 

生活困窮者 現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができなくなるおそれのある人のことです。 

 

指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 

地域での福祉活動で相互扶助ができている

と思う市民の割合 
43.7％  50.0％  

市民が地域や福祉に関心を持ち、関わりを持つ

ような地域づくりの醸成に取り組みます。 

政策4 だれもが生きがいを持って安心して暮らせるまちづくり ［保健・福祉・医療の充実］ 

4 – 5 

地域での相互扶助や公的支援により安心して暮らせることができます。 

■ 施策のめざす姿 

➢ 国では、社会的孤立や生活困窮等の問題も含め、全ての人々

が地域、暮らし、生きがいをともに創り、高め合うことが

できる「地域共生社会」の実現を目指しています。 

➢ 「社会福祉法」には、地域住民が自ら地域の生活課題を把

握し、解決に向けて各種支援機関と連携しながら活動する

ということが、地域福祉の理念として掲げられています。

一人でも多くの市民が地域活動に参加することのできる仕

組みを整備し、地域活動の活性化を図ります。 

➢ 生活保護受給者の増加に加え、非正規雇用労働者や低所得

の給与収入者など、生活に困窮するリスクの高い層が増加

しているため、相談支援体制を強化します。 

➢ 生活保護受給者数は、高齢化により年々増加し、今後も増

加が見込まれています。法改正により、自立支援機能が強

化されており、受給者の自立支援に取り組んでいきます。 

➢ 老朽化が進行する公営住宅は、長寿命化計画に基づき、計

画的な点検や修繕等を実施します。 

■ 基本事業の構成 

SDGsとの 

関連性 
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■ 施策の基本方針（環境変化と課題） 

■ 施策の成果指標 

 

 

 

   学校教育の充実  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

基本事業名 基本事業のめざす姿 指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 
    

 
 

1 
学年相応の学力が定着して

います。 

学力の定着が見られる
児童の割合 

62.0％ 63.0％ 
少人数指導の充実など指導方法の
工夫改善により、学力の向上を目指
します。 

｢確かな学力｣の向
上と｢活きた学力｣
の推進 

学力の定着が見られる
生徒の割合 

55.3％ 56.3％ 

中学校卒業時に英語検
定３級以上を取得して
いる生徒の割合 

46.4％ 50.0％ 
各中学校での英語検定対策を通じ
て、中学３年生の３級以上の取得を
目指します。 

      

2 
健康な体がつくられます。 

生活習慣の改善に努め
た生徒の割合 

15.9％ 30.0％ 
健康診断で要指導等と判定された
生徒に対し、改善を促すことで、健
康な体づくりの向上を目指します。 

「健やかな体」の育
成 

朝食を毎日食べている
児童・生徒の割合 

81.1％ 85.0％ 
食育の推進に努め、家庭と連携し、
朝食の摂取率の向上を目指します。 

      

3 
自ら律しつつ、相手を思い

やる心を持ち、豊かな人間
性と社会性が育まれていま
す。 

不登校児童の割合 1.38％ 1.38％ 
魅力ある学校づくりに努めること
で、不登校児童・生徒の出現率の減
少を目指します。 

「豊かな心」を育む 

不登校生徒の割合 4.32％ 4.32％ 

道徳性、規律性がある児
童・生徒の割合 

92.3％ 97.0％ 
道徳教育の充実を図り、道徳性・規
律性の意識の向上を目指します。 

 
 

   
 

 

4 

ＩＣＴ教育の実践や情報化

に取り組むことで、教育の
質が向上します。 

ICT機器端末（タブレッ
ト等）が授業で有効に活
用されていると思う児

童（高学年）の割合 

69.0％ 80.0％ 

授業へのICT機器の有効活用に取り
組み、「主体的・対話的で深い学び」
の実現を目指します。 

ＩＣＴ教育の実践 
ICT機器端末（タブレッ
ト等）が授業で有効に活

用されていると思う生
徒の割合 

61.2％ 72.0％ 

授業に ICT機器を積極的
に活用した教職員の割

合 

64.0％ 74.0％ 
ICT 支援員による研修実施など、各
学校での取組を継続することで、成
果向上を目指します。 

    
 

 

5 
豊かな学校生活を送るため

の安全・安心な教育環境・
施設になっています。 

学校施設の不具合によ

る学校生活支障件数 
0 件 0 件 

早期に施設等の不具合に修繕等を
行うことで、学校生活の支障件数０
を目指します。 

教育環境の整備 

安全な給食を確実に提
供できなかった件数 

0 件 0 件 
早期に施設等の不具合に修繕等を
行うことで、安全な給食を確実に提
供することを目指します。 

複式学級（小学校）及び
単学級（中学校）の出現

数 

1 校 0 校 
児童・生徒の減少に対応した教育環
境の整備を行うことで、成果の向上
を目指します。 

      

6 地域の人材力を活用し、学

校と地域の協働で子どもた
ちを育みます。 

学校教育活動に協力し

た市民数 
153人 153人 

教育活動の充実を図るために、地域
ボランティアとの協力体制の推進
を目指します。 

地域と学校の協力
体制の推進 

学校支援活動に協力し

た市民数 
229人 229人 

通学路の安全管理等を目的に、地域
ボランティアとの協力体制の推進
を目指します。 

 
 
 
 

用語解説  

複式学級 ２つ以上の学年を１つのクラスに編成する学級のことです。 

単学級 １学年１クラスの小規模な学校のことです。 

 

指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 

学校生活に満足している児童の割合 92.0％  95.0％  
児童・生徒の学校生活に対するニーズに応じ

た、きめ細やかな指導を行うことで満足度の向

上を目指します。 
学校生活に満足している生徒の割合 90.3％  95.0％  

政策5 生涯を通じて人と人とがふれあい共に学びあえるまちづくり ［教育・文化の振興］ 

5 – 1 

SDGsとの 

関連性 

■ 基本事業の構成 

学校生活に満足している児童生徒が増加します。 

重点 

■ 施策のめざす姿 

➢ 児童・生徒数は今後も減少が見込まれます。「山武市立小中

学校の規模の適正化・適正配置基本計画」に基づき、小学

校の複式学級及び中学校の単学級の解消を図ります。 

➢ 近年の教育課題として、経済格差から子どもの学ぶ意欲や

学力の低下、規範意識や倫理観の欠如等、社会を構成する

一員としての責任の自覚や正義感の乏しさ等が懸念されて

います。 

➢ 確かな学力の向上を図るため、個に応じた少人数指導の充

実による指導方法の工夫改善に取り組みます。 

➢ 児童・生徒一人ひとりのニーズに対応するために、支援員

の配置等の人的支援を含めた具体的な対応策を講じます。 

➢ 「主体的・対話的で深い学び」の実現に向け、授業におい

てICT機器の有効活用に取り組みます。 

➢ 社会全体で子どもたちを守り育むため、学校・家庭・地域

が協働できる体制づくりを推進します。 
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■ 施策の基本方針（環境変化と課題） 

■ 施策の成果指標 

 

 

 

   生涯学習の推進  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

基本事業名 基本事業のめざす姿 指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 
    

 
 

1 自主的・創造的な学習意欲
が高まり、主体的な学習活
動が活発化しています。 

市主催の生涯学習講座
の年間参加者数 

1,142 人 3,000 人 
多様化している学習ニーズに対応
した講座等の充実を図り、参加者数
の増加を目指します。 

主体的な学習の推
進 自主クラブ登録数 111グループ 111グループ 

高齢化により減少傾向のため、新た
な講座の開設などにより、団体数の
維持を目指します。 

      

2 
生涯学習施設が適正化さ

れ、多くの市民に利用され
ています。 

生涯学習施設の利用者
数 

121,277 人 122,000 人 
適切な施設管理や、年齢層や施設に
応じたプログラムを提供し、利用者
数の増加を目指します。 

生涯学習施設の利
用促進 

この 1年間に図書館を利
用したことがある市民
割合 

6.3％ 7.1％ 
蔵書やサービス内容の見直しを行
い、利用者数の増加を目指します。 

公共施設維持管理費（生
涯学習施設分） 

9,515 万円 35,121万円 
公共施設の維持管理経費は増加傾
向にあるため、効率化による経費の
縮減を目指します。 

      

3 文化財の活用により、市民
の文化財への関心が高ま
り、文化財が保護、継承さ

れます。 

市民が認識している市
内文化財数（全８項目） 

3.42 項目 4.0項目 
歴史講座等を開催し、文化財の周知
を図り、認知度向上を目指します。 

文化財の保護・活用 
文化財を活用した事
業・施設への参加者・入
館者数 

5,302 人 5,400 人 
文化財・歴史資料の展示等への工夫
や体験事業の充実を図り、利用者数
の増加を目指します。 

 
    

 
 

4 ・芸術文化の鑑賞・活動・
発表等を通じて、芸術文化
に親しみ心豊かな潤いのあ

る生活を送っています。 
・芸術文化活動に参加でき
る体制が整っています。 

芸術文化の鑑賞の機会
が充足していると思う

市民の割合 

65.2％ 65.2％ 
市民のニーズを捉えた事業を実施
し、身近な芸術鑑賞の場としての認
知度向上を目指します。 

芸術文化活動の充
実 

市主催の芸術文化事業

への参加者数 
2,602 人 2,602 人 

市民参加型の芸術文化事業の開催
などにより、参加者の増加を目指し
ます。 

芸術文化活動・発表等の
機会が充足していると

思う市民の割合 

28.5％ 35.0％ 
主催・共催事業等を通じて、芸術文
化活動・発表等の機会の充実を図
り、成果向上を目指します。 

    
 

 

5 健全に育成され、さまざま
な体験をして見聞を広めま

す。 

青少年育成事業・体験学
習への児童・生徒参加者

数 

856人 2,553 人 
各種青少年関係団体の事業を支援
し、児童・生徒の参加者数増加を目
指します。 

青少年の育成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

用語解説  

生涯学習 
人々が生涯に行うあらゆる学習のことです。ここでは、社会教育，文化活動，スポーツ活動，レクリエーショ
ン活動，ボランティア活動，趣味など様々な場や機会において行う学習を指します。 

 

指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 

生涯学習に取り組んでいる市民の割合 26.9％  33.0％  
施設の環境整備や様々な講座等の開設を行い、

生涯学習に取り組む市民の増加を目指します。 

政策5 生涯を通じて人と人とがふれあい共に学びあえるまちづくり ［教育・文化の振興］ 

5 – 2 

生涯学習の環境が整い、学習の機会が増加することで、市民の学習への取組が活発化し、自己実現が図

られます。 

➢ 生涯学習の推進については、学習施設の環境整備や世代に

沿った自主事業及び講座等のニーズを取り入れ、市民の学

習意欲の向上を図ります。 

➢ 施設利用者の高齢化・固定化が進むなか、市民誰もが参加

しやすい学習及び文化事業を推進します。また、各施設に

ついては、公共施設等総合管理計画に基づき、老朽化等に

対する適正配置や維持管理を行います。 

➢ 市内には国が指定する2件の文化財のほか、県12件及び市90

件の指定文化財があり、これらを周知・活用した学習機会

を増やし、郷土愛の醸成につなげます。 

➢ 芸術文化に対する市民の関心と活動への参加意欲を高める

とともに、郷土芸能活動をはじめ、伝統文化等の継承及び

保存活動に取り組んでいきます。 

➢ 青少年の育成については、急速に進むグローバル化に対応

するため、海外交流を通して多文化を学び理解することで、

国際競争力を身につけ、広い視野を持つ人材の育成を行い

ます。 

■ 施策のめざす姿 

SDGsとの 

関連性 

■ 基本事業の構成 
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■ 施策の基本方針（環境変化と課題） 

■ 施策の成果指標 

 

 

 

   スポーツの振興  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

基本事業名 基本事業のめざす姿 指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 
    

 
 

1 スポーツ活動に参加する機
会が増え、より多くの市民

がスポーツに親しむことが
できます。 

スポーツ大会・教室へ参
加した市民の割合 

5.4％ 10.1％ 
スポーツ大会や教室等の開催情報
を積極的に発信し、参加者数の増加
を目指します。 

スポーツ活動の充
実 

スポーツ大会・教室の機

会の充足度 
66.8％ 69.0％ 

誰もが参加しやすいイベントの実
施により、参加機会の増加を目指し
ます。 

      

2 体育関係団体・指導者が育
成され、地域でのスポーツ
活動が活発になります。 

スポーツ団体数（総合型

地域スポーツクラブを
含む） 

48 団体 50 団体 
スポーツ団体の活動を支援するこ
とで、市内のスポーツ環境の改善を
目指します。 

体育関係団体・指導
者の育成 

体育関係団体の指導者
数 

76 人 135人 
減少傾向にある指導者等の育成を
支援し、スポーツ環境の改善を目指
します。 

      

3 体育施設が適正化され、快

適に利用することができま
す。 

体育施設の利用者数 71,523人 124,000 人 
施設利用者の利便性向上を図り、利
用者数の増加を目指します。 

体育施設の利用促
進 

公共施設維持管理費（社

会体育施設分） 
6,342 万円 12,279万円 

公共施設の維持管理経費は増加傾
向にあるため、効率化による経費の
縮減を目指します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

用語解説  

スポーツツーリズム 
スポーツを「観る（観戦）」「する（楽しむ）」ための移動だけでなく、周辺の観光要素や、スポーツを
「支える」人々との交流や地域連携も付加した旅行スタイルのことです。 

総合型地域スポーツク
ラブ 

人々が身近な地域でスポーツに親しむことのできる新しいタイプのスポーツクラブで、子どもから高齢
者、初心者からトップレベルまで参加できる特徴を持ち、地域住民により自主的・主体的に運営される
スポーツクラブのことです。 

 

指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 

スポーツ活動に親しむ市民の割合 28.0％  32.4％  
スポーツイベントや教室等を通じ、幅広い年齢

の市民の健康意識の向上を目指します。 

政策5 生涯を通じて人と人とがふれあい共に学びあえるまちづくり ［教育・文化の振興］ 

5 – 3 

継続的にスポーツを行うことにより、心身ともに健康な生活を営むことができます。 

■ 施策のめざす姿 

SDGsとの 

関連性 

■ 基本事業の構成 

➢ 新型コロナウイルス感染対策による施設利用の制限や大

会の中止、市民の自主的な活動制限などにより、運動の機

会が減少しています。 

➢ スポーツ施設の管理については、公共施設総合管理計画に

基づき、施設の適正な管理を行い、利用者の安全性の確保

と利便性の向上を図ります。 

➢ 専門的な知識や技術を有する指導者を育成し、スポーツ活

動へ参加機会の充実を図り、参加者が減少傾向にあるスポ

ーツ少年団等への加入を促進します。 

➢ 市ホームページを活用した各団体による活動内容のＰＲ

や、スポーツツーリズムと連動した市民参加型の魅力的な

スポーツイベントの開催など、運動意欲を高める機会や環

境づくりに取り組みます。 
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■ 施策の基本方針（環境変化と課題） 

■ 施策の成果指標 

 

 

 

   人権尊重のまちづくり  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

基本事業名 基本事業のめざす姿 指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 
    

 
 

1 
多様な人権を尊重し、人権
を侵害してはいけないこと
を学んでいます。 

この１年間に人権につ

いて学んだことのある
市民の割合 

25.1％ 25.0％ 
人権に係る教育・啓発活動を実施
し、現状の維持を目指します。 

人権教育・人権啓発
の推進 

この１年間に人権侵害

をするような言動や行
動をした市民の割合 

8.9％ 8.0％ 
啓発活動を行い、人権侵害につなが
る言動等を、現状以下に抑制するこ
とを目指します。 

      

2 多様な人権を侵害する虐
待、暴力、差別及び偏見が
なくなります。 

人権侵害に対する措置

件数 
808件 800件 

啓発活動を行い、人権侵害に対する
措置件数を現状以下に抑制するこ
とを目指します。 

人権擁護の推進 

      

3 
男女共同参画意識が定着し

ます。 

審議会などに女性委員
が登用されている割合 

25.7％ 40.0％ 
男女共同参画の更なる推進により、
全国的な目標値である 40.0％を目
指します。 

男女共同参画の推
進 

「男は外で働き、女は家

庭を守る」という考え方
ではない人の割合 

81.8％ 87.0％ 
市民の意識は変わりつつあります
が、さらに意識改革を図り、男女共
同参画の推進を目指します。 

男性が家事・育児に積極
的に参加している割合 

37.4％ 45.0％ 
男女間の意識差の解消のため、男性
の家事・育児への参加割合の向上を
目指します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

用語解説  

LGBT 性的少数者の総称として使用されている言葉です。 

 

指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 

人権が尊重されているまちだと思う市民の

割合 
56.6％  56.6％  

人権に係る相談及び啓発等を通じて、現状の維

持を目指します。 

あらゆる分野で男女が対等に参画している

と思う市民の割合 
19.5％  25.0％  

男女共同参画に関する意識醸成を図ることで、

成果向上を目指します。 

政策5 生涯を通じて人と人とがふれあい共に学びあえるまちづくり ［教育・文化の振興］ 

5 – 4 

・誰もが基本的人権が守られる地域社会になります。 

・あらゆる分野で男女が対等に参画している社会になっています。 

■ 施策のめざす姿 

➢ 「人権が尊重されているまちだと思う市民の割合」は、令

和元年度に10ポイント以上向上したものの、その後は横ば

いです。 

➢ LGBT、外国人または感染症に関する人権等、配慮すべき多

様な人権ニーズが生じています。これらの多様な人権ニー

ズへの期待に応えられるよう人権教育及び啓発活動を推進

します。 

➢ 市民が抱える様々な人権問題に、解決の糸口を見いだせる

よう人権相談窓口を開設します。 

➢ 「あらゆる分野で男女が対等に参画していると思う市民の

割合」は前総合計画期間においても低位で推移しており、

本市の男女共同参画を推進していくうえで順調とはいえな

い状況にあります。令和５年度策定予定の「第４次山武市

男女共同参画計画」においては、より本市の実情に則した

計画を策定し、効果的に施策を推進していきます。 

■ 基本事業の構成 

SDGsとの 

関連性 
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■ 施策の成果指標 

■ 施策の基本方針（環境変化と課題） 

 

 

 

   協働と交流によるまちづくり  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

基本事業名 基本事業のめざす姿 指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 
    

 
 

1 他団体や行政と連携し、多
くの住民が参加すること
で、区、自治会活動が継続

されていきます。 

区会、自治会加入率 69.99％ 70.00％ 
啓発活動などの支援を行い、区・自
治会への加入率向上を目指します。 

区・自治会活動の活
性化 

区、自治会活動が重要・
必要と思う市民割合 

55.9％ 55.0％ 
区・自治会活動を周知することで、
その重要性や必要性などの認知度
向上を目指します。 

      

2 各団体による市民活動のほ

か、ボランティア活動等に
参加する方が増加していま
す。 

市民活動に意欲的な市

民割合 
38.9％ 39.0％ 

市民活動団体等の活動内容を周知
し、市民活動への参加者の増加を目
指します。 

市民活動の活性化 
市内に登録のあるＮＰ
Ｏ・ボランティア団体の
会員数 

1,409 人 1,600 人 
市民活動等への支援を行い、登録団
体の会員数の増加を目指します。 

      

3 市民協働のまちづくりのあ
り方や取り組みについての
ルールの策定、共有化がさ

れています。 

市民協働のまちづくり

のあり方・ルールを検討
する会議の開催回数 

－ 回 
25 回 

(年 5回) 

市民協働団体との会議で、あり方や
取り組み方などの共有化を図り、持
続可能なまちづくりを目指します。 

協働のまちづくり
推進の仕組みづく
り 
 
    

 
 

4 在住外国人と地域の人々

が、共に理解し認めあい、
暮らしていけるまちになっ
ています。 

多文化共生社会への行
政・市民団体の取組数 

10 件 8 件 
市内在住外国人と地域の人々が、共
に理解し暮らしていけるまちづく
りを目指します。 多文化共生社会の

推進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

用語解説  

多文化共生社会 
国籍や民族の異なる人々が、互いの違いを認め合い、対等な関係を築こうとしながら生きていける社会の
ことです。 

 

指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 

市民活動（地域活動）に参加している市民

の割合 
32.4％  32.4％  

人口減少や高齢化等により、指標値は低下して

いるため、市民活動やＮＰＯ活動等を支援する

ことで、現状の維持を目指します。 ＮＰＯ・ボランティア活動をしている市民

割合 
11.1％  11.1％  

政策6 市民と行政が協働してつくるまちづくり ［コミュニティ推進と行財政の効率化］ 

6 – 1 

まちづくりや公共について、市民と行政が共に考え、共に実践していく市民活動が活発に行われていま

す。 

■ 施策のめざす姿 

■ 基本事業の構成 

➢ 少子高齢化や人口減少が進む中で、多様化・複雑化する社

会情勢に対応したまちづくりを推進していくには、市民と

行政が共に考え、共に実践していく市民活動が不可欠です。

地域まちづくり協議会等を通じて各種団体等が交流・連携

し、一体となって自らが課題解決に取り組むまちづくりを

図ります。 

➢ 「市民活動（地域活動）等に参加している市民の割合」は、

微減しています。市民が身近な地域活動を知り、市民活動

団体が相互連携を深める機会を増やすなど、まちづくりに

参加しやすい環境整備を進めます。 

➢ 「区会、自治会加入率」は低下傾向であり、活動継続に必

要な支援を行います。 

➢ 市内在住外国人と地域の人々が、共に理解し、対等な関係

を築き、共に暮らしていけるまちづくりを推進していきま

す。 

SDGsとの 

関連性 
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■ 施策の成果指標 

■ 施策の基本方針（環境変化と課題） 

 

 

 

   開かれた市政とまちの魅力発信  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

基本事業名 基本事業のめざす姿 指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 
    

 
 

1 
市政情報が適切に市民に伝

わり、市民の市政に対する
理解が深まっています。 

広報紙を読んでいる市
民の割合 

89.7％ 91.2％ 
スマートフォン用アプリの周知や
適切な情報提供により、成果向上を
目指します。 

広報の充実 

広報紙が分かりやすい
と思う市民の割合 

87.4％ 90.0％ 
市民編集委員とともに、より分かり
やすい紙面づくりに努め、成果向上
を目指します。 

ホームページ等のＩＣ

Ｔを活用した市からの
情報提供に満足してい
る市民割合 

91.6％ 94.0％ 
ホームページやＳＮＳ等で鮮度の
高い情報を発信し、成果向上を目指
します。 

      

2 
市民の声や意見が市政に的
確に届いています。 

市民の声が市政に届い
ていると思う市民の割

合 

26.2％ 33.0％ 
寄せられた提案やその回答につい
て、ホームページ等で公開し、透明
性・公平性の向上を目指します。 

広聴の充実 

      

3 市の魅力が積極的に発信さ

れています。 

ＳＮＳ等による市から
の情報発信件数 

52,092件 54,172件 
公式ＳＮＳ等で積極的な情報発信
に努めることで、情報発信件数の増
加を目指します。 

市の魅力発信の強
化 

市の魅力に賛同してい
る支援者・フォロワー数 

2,128 人 5,230 人 
市の魅力を広く発信することで、
「市と関わりを持つ人口」の拡大を
目指します。 

 
 

   
 

 

4 ・議会への関心が高まって
います。 

・議会情報が適切に市民に
伝わり、市民の議会に対す
る理解が深まっています。 

議会だよりを読んでい
る市民の割合 

42.8％ 47.0％ 
議会だより編集委員とともに、より
分かりやすい紙面づくりに努め、成
果向上を目指します。 

議会情報の公開の
推進 

市議会を傍聴した人数
（議会インターネット

中継アクセス件数含む） 

2,076 件 2,300 件 
会期日程やスマートフォン等から
も視聴できることを積極的に周知
し、傍聴者数の増加を目指します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

用語解説  

インターネットメディア 
既存のメディア（テレビ、新聞等）に加え、インターネットが普及したことで発生した媒体のことです。情報量
の制限なく伝達が可能で、リアルタイムで情報を得られる特徴があり、ホームページや SNS（Twitter等）
があります。 

SNS 
ソーシャル・ネットワーキング・サービスの略で、インターネット上で社会的なつながりを促進するサービス
のことです。 

 

指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 

市政情報の提供の満足度 85.5％  90.0％  

市政情報の内容を充実させながら、市民が必要

とする情報の発信を行い、満足度の向上を目指

します。 

多様な市民の声を取り入れる仕組みとなっ

ていると思う市民の割合 
60.0％  65.0％  

市民が意見や要望等を発言できる機会と環境

を整えることにより、成果向上を目指します。 

この１年間に友人・知人に山武市の特徴や

良い点を伝えたことがある市民の割合 
17.6％  25.0％  

市内及び市外の方に対して、様々なツールを活

用し、市の魅力を発信することで、成果向上を

目指します。 

政策6 市民と行政が協働してつくるまちづくり ［コミュニティ推進と行財政の効率化］ 

6 – 2 

・市政情報が適切に市民に伝わるとともに、市民の意見が市政に取り入れられています。 

・市民一人ひとりが愛着を持ち、市の魅力を伝えています。 

■ 施策のめざす姿 

➢ 株式会社ブランド総合研究所の地域ブランド調査による

と、山武市の認知度は1000市区町村中905位(2022年度現在)

となっています。首都圏に位置し、成田国際空港に近接し

ている立地メリットや、市の魅力を積極的に発信すること

で、山武市への関心を喚起し、観光等来訪者、関係人口及

び移住者の増加を推進していきます。 

➢ 広報紙や議会だよりの創意工夫に加え、新聞離れやインタ

ーネットメディアの普及等から、ＳＮＳを活用しながら、

市政情報の伝達手段の多様化に取り組みます。 

➢ 「市長への手紙」等の制度により、市政に対する市民から

の意見や提言を市政に反映させ、市民参加でのまちづくり

を進めます。 

➢ ＩＣＴを活用した議会中継配信の周知等を通じ、議会への

関心を高めていきます。 

重点 

■ 基本事業の構成 

SDGsとの 

関連性 
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■ 施策の成果指標 

■ 施策の基本方針（環境変化と課題） 

 

 

 

   計画的・効率的な行財政運営  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

基本事業名 基本事業のめざす姿 指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 
    

 
 

1 限りある行政資源の有効活
用のためにＰＤＣＡを意識

したマネジメントを実践し
ています。 

基本事業の目標達成率 39.6％ 70.0％ 
重点分野を中心に基本事業の成果
向上を目指します 

行政経営の推進 ＰＤＣＡサイクルを意
識している職員の割合 

55.5％ 66.7％ 
研修会などの実施により、ＰＤＣＡ
サイクルを意識している職員数の
増加を目指します。 

      

2 
職員の資質が向上し、効率
的な組織運営が行われてい

ます。 

年次休暇取得日数が 10
日以上の職員割合 

54.2％ 59.0％ 
業務改善などを行い、ワークライフ
バランスを意識した働き方改革の
推進を目指します。 

人材育成と効率的
な組織運営 

市職員が各職位に求め
られる職責を果たして

いると思う職員割合 

74.6％ 79.0％ 

職員に対し、職責を果たしていると
思うかを調査し、定期異動等へ反映
させ、効率的な組織運営を目指しま
す。 

部署内外の連携が十分
に図られていると感じ

る職員の割合 

69.1％ 74.0％ 
職員に対し、部署内外の連携につい
て調査し、人材育成と効率的な組織
運営を目指します。 

      

3 
歳入に見合った自立性の高

い財政運営が行われていま
す。 

経常収支比率 89.4％ 95.0％ 
経常収支比率は今後も上昇が見込
まれることから、95.0％以下の維持
を目指します。 

健全な財政運営 

実質公債費比率 6.6％ 10.0％ 
実質公債費比率は今後も上昇が見
込まれることから、10.0％以下の維
持を目指します。 

経常経費に占める一般
財源の割合 

78.5％ 77.0％ 
経常経費の削減を図り、77.00％を
目指します。 

 
    

 
 

4 
収納率が向上しています。 市税収納率 98.05％ 98.80％ 

市税徴収の取り組みを継続し、収納
率の向上を目指します。 

税収の確保 

    
 

 

5 ・公共資産が有効活用され
ています。 
・公共資産総量の適正化を

図り、維持管理費が軽減さ
れます。 

市保有の土地活用率 49.1％ 50.0％ 
低利用、未利用となっている土地に
ついて、貸付や売却等を行い、土地
活用率の向上を目指します。 

公共資産の適正化
とファシリティマ
ネジメントの推進 

公共施設維持管理費 165,221 万円 165,221 万円 
公共施設の維持管理経費は増加傾
向にあるため、縮減を図り、現状以
下の支出額を目指します。 

      

6 情報通信技術等の利活用に

より、市民生活の利便性向
上と行政運営の効率化が進
んでいます。 

市のＩＣＴサービスを

利用している市民割合 
46.5％ 50.5％ 

行政サービスのＩＣＴ化を図り、市
民の利便性を向上させ、利用者数増
加を目指します。 

自治体ＤＸの推進
と市民サービスの
向上 

IＣＴを活用した行政サ

ービス・行政事務の改善
件数及び新規導入件数
（計画期間累計） 

0 件 40 件 
自治体ＤＸを活用し、業務の効率化
や新しい行政サービスの展開を目
指します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

用語解説  

ファシリティマネジメント 
市の保有する土地や施設等（ファシリティ）を社会環境の変化に合わせて、経営視点から総合的に企画、管
理、活用する経営管理活動のことです。 

 

指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 

施策の目標達成率 42.5％  60.0％  
各施策におけるＰＤＣＡサイクルを実践し、施

策ごとの目標達成率の向上を目指します。 

SDGsとの 

関連性 

政策6 市民と行政が協働してつくるまちづくり ［コミュニティ推進と行財政の効率化］ 

■ 基本事業の構成 

重点 

6 – 3 

重点 

計画的・効率的・効果的な行財政運営が行われ、まちづくりが推進しています。 

■ 施策のめざす姿 

重点 

➢ 市民の行政に対するニーズは多様化・複雑化しています。

市では行政評価の仕組みにより、定量的に施策の成果を確

認しながら、事業・事務の見直しを行い、変化する市民ニ

ーズに対応していきます。 

➢ 歳入の約４割を占める地方交付税は、市町村合併による特

例加算の終了や人口の減少により減額が見込まれます。減

少する歳入と歳出の調整を行い、計画的な財政運営に取り

組んでいきます。 

➢ 市では公共施設等総合管理計画などの計画を策定し、市が

保有する公共施設・インフラ資産の更新や改修などを計画

的に行うとともに、市の人口・財政規模に見合った公共施

設の整備を推進します。 

➢ 少子高齢化の進行に対応するため、単なる新技術の導入で

はない、地域社会全体のデジタル変革が求められています。

市の状況に合ったデジタル技術の導入によって、市民の利

便性・満足度の向上、行政運営の効率化を推進します。 
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■ 施策の成果指標 

■ 施策の基本方針（環境変化と課題） 

 

 

 

   公正確実な事務の執行  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

基本事業名 基本事業のめざす姿 指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 
    

 
 

1 
会計事務が適正に行われて
います。 

例月現金出納検査の指
摘事項件数 

26 件 25 件 
説明会などを実施し、適正な会計処
理に取り組み、指摘事項件数を現状
以下に留めることを目指します。 

適正な会計処理 

      

2 ・投票に関する権利の行使
への意識が高まります。 
・選挙事務が適正に執行さ

れます。 

市長選・市議選の投票率 34.87％ 50.00％ 

前回市長選（令和４年４月 17日）
は 34.87％となったため、啓発活動
を通じ、投票率の向上を目指しま
す。 

積極的な選挙啓発 
各種選挙の管理執行上

の問題件数 
0 件 0 件 

正確な選挙事務の執行を行い、問題
件数０件を目指します。 

      

3 法や条例等が遵守され、行
政事務が適正に行われてい
ます。 

監査による指摘事項等

の措置率 
100.0％ 100.0％ 

各種監査による指摘事項等に適切
に対応することで、適正な事務執行
体制を維持します。 

監査の充実 

 
 

   
 

 

4 ・情報公開制度が適切に運
用されています。 
・市が保有する個人情報が

適正に管理・保護されてい
ます。 

情報公開請求における
不服申立による変更件

数 

0 件 0 件 
正確な事務の執行を行い、不服申立
等による変更件数０件を目指しま
す。 

情報公開及び個人
情報保護の推進 個人情報の漏洩件数 0 件 0 件 

正確な事務の執行を行い、個人情報
の漏洩件数０件を目指します。 

    
 

 

5 戸籍・住民の居住に関する
記録が適正に管理され、公
証されます。 

戸籍・住民基本台帳の誤
記載申し出による事件
数 

0 件 0 件 
正確な事務の執行を行い、戸籍・住
民基本台帳の誤記載申し出による
事件数０件を目指します。 適正な戸籍・住民基

本台帳事務管理 
      

6 
適正に賦課が行われていま

す。 

不服申立等により課税

誤りになった件数 
0 件 0 件 

正確な事務の執行を行い、不服申立
等による課税誤り件数０件を目指
します。 

公平・公正な課税 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

用語解説  

情報公開制度 
法令等に基づき、市の保有する行政情報を公開することにより、市の様々な行政活動を市民に説明する責
務を果たし、もって公正な行政の推進に資することを目的とする制度のことです。 

 

指標名 現状値 めざそう値 成果指標の方向性 

適正な事務処理がされず市民に影響を与え

た件数 
0件  0件  

市職員が適正な事務処理に努めることによっ

て、引き続き、市民に影響を与えた件数０件を

目指します。 

政策6 市民と行政が協働してつくるまちづくり ［コミュニティ推進と行財政の効率化］ 

6 – 4 

公正で確実な行政サービスを享受することができます。 

■ 施策のめざす姿 

➢ 地方自治体の業務が多様化・高度化する一方、正確な事務

執行と会計処理を求められており、デジタル技術の活用な

どにより、人的ミスの発生を防止するなど、職員の誰もが

公正で確実な行政サービスを提供できるように取り組みま

す。 

➢ 個人情報の保護については、個人情報保護法の改正により、

令和５年４月１日から個人情報が官民ともに一元管理され

ることとなったため、職員への注意喚起等を行い、個人情

報の漏洩事案が発生しないように取り組みます。 

■ 基本事業の構成 

SDGsとの 

関連性 


